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君津市総合計画は、本市が目指すべき将来の姿及びその実現に向けた取組の方向性

を示す、まちづくりにおける最上位の計画です。本市では、令和２年度から２か年か

けて、「対話」を重視し、オール君津で新たな総合計画の策定に取り組んできました。 

令和４年度は、新たな総合計画の初年度となります。計画の実効性を確保するため、

施策を具現化する実施計画と予算編成を連動させ、将来都市像「ひとが輝き 幸せつ

なぐ きみつ」の実現に向けた予算（案）といたしました。 

 

１ 君津市総合計画（案）の概要 

君津市総合計画は、将来ビジョンなどを定めた「基本構想」、将来ビジョンを実現

するための柱ごとの施策などを定めた「前期基本計画」、毎年度の予算編成、行政評

価と連動した事業計画である「実施計画」の３層で構成されます。（別紙のとおり） 

 

２ 令和４年度当初予算（案）の概要 

令和４年度一般会計予算案  ３６０億６千万円（過去最大） 

対前年度比１６億８千万円、４．９％の増 

 

財源である歳入については、個人・法人市民税や固定資産税の増収を見込むとと

もに、国・県支出金や市債の積極的な活用のほか、財政調整基金からの繰入れによ

り確保しました。 

また、特別会計を合わせた総額は５３６億１００万円で、３．１％の増となりま

した。 

 

君津市総合計画（案）及び令和４年度当初予算（案）の概要 

資料 １ 

【本件に関する問い合わせ先】 

[君津市総合計画（案）に関すること] 君津市企画政策部企画課 担当：中村 

電話：0439-56-1208  FAX：0439-56-1628 メール：kikaku@city.kimitsu.lg.jp 

[当初予算（案）に関すること] 君津市財政部財政課 担当：見冨 

電話：0439-56-1636  FAX：0439-56-1404 メール：zaisei@city.kimitsu.lg.jp 

mailto:kikaku@city.kimitsu.lg.jp
mailto:zaisei@city.kimitsu.lg.jp


君津市総合計画 （案）の概要

区分 計画期間 内容

基本構想 R4年度〜R12年度
【9年】

将来ビジョン、⾏動姿勢、将来ビジョンを実現するための
柱と将来の姿、将来デザインなど

基本計画
R４年度〜R８年度
【前期５年】
R９年度〜R１２年度
【後期４年】

将来ビジョンを示すための柱ごとの施策、指標、目標値、戦
略的プロジェクト、拠点づくり、財政⾒通しなど

実施計画 単年度ごと 基本計画に定める分野ごとの施策を推進するため、
毎年度の予算編成、⾏政評価と連動した事業計画

A 安心して働ける環境をつくる
B 子育て世代が住みやすいまちをつくる
C 環境グリーン都市をつくる
D デジタル技術を活用して新たな価値をつくる

柱１ 経済と環境が調和したまち
【経済、環境】

柱２誰もがいきいきと生活できる
地域共生のまち
【健康、福祉】

柱３ 安心して子育て・子育ちでき
学びを楽しめるまち

【子育て、教育、文化】
柱４ 快適で安心して暮らせるまち

【安全安心・都市基盤】
柱５ ともに創る次世代につながるまち
【パートナーシップ、⼈権、⾏財政】

主な事業 主な事業 主な事業 主な事業 主な事業

◎地元採用促進事業
（予算額︓4,200千円）

◎君津インターチェンジ周辺土地
利用検討事業
（予算額︓8,000千円）

◎農業担い手総合支援事業
（予算額︓2,420千円）

◎脱炭素社会推進事業
（予算額︓10,802千円）

■地域コミュニティづくり推進
支援事業
（予算額︓7,829千円）

■ひとり暮らし⽼⼈等福祉
タクシー事業
（予算額︓1,686千円）

■介護予防・地域支え合い事業
（予算額︓16,681千円）

■生涯スポーツ推進事業
（予算額︓1,174千円）

◎きみつ赤ちゃん応援パック事業
（予算額︓10,273千円）

■（仮称）貞元保育園整備事業
（予算額︓56,215千円）

■ＩＣＴ活用推進事業
（小・中学校費、教育センター費）
（予算額︓253,025千円）

◎公⺠館等再整備事業
（予算額︓4,950千円）

■橋梁⻑寿命化事業
（予算額︓223,869千円）

■消防⾃動⾞購⼊事業
（予算額︓235,840千円）

◎スクールバス利活用実証運⾏事業
（予算額︓5,200千円）

■調査推進事業
（⽴地適正化計画の策定）
（予算額︓6,182千円）

■地方創生広域連携事業
（君津版地域おこし協⼒隊）
（予算額︓8,272千円）

■清和地区拠点施設整備事業
（予算額︓265,894千円）

◎庁舎整備基⾦積⽴⾦
（予算額︓300,000千円）

■ＤＸ推進事業
（予算額︓17,473千円）

令和４年度当初予算額
一般会計︓360億6,000万円
（前年度343億8,000万円・4.9％増）

戦略的プロジェクト

■ 計画の体系

・「まち・ひと・しごと創生」総合戦略との一体化
・ 国土強靱化地域計画との一体的推進

■ SDGｓ（持続可能な開発目標）との関わり

■ 財政の⾒通し

【⼀般会計歳出⾒通し（令和4年度〜令和8年度）】

・社会経済情勢や地方財政制度の動向を踏まえ、総合計画に基づき今後展開される施策などを盛り
込んだ歳⼊歳出の試算を⾏うものです。

・前期基本計画中の財政⾒通しを示すとともに、施策に関連する事業を示す実施計画と予算の連動
を図ることで計画の実効性を確保していきます。

・限られた予算を効率的に運用するため、徹底した「選択と集中」を⾏い、前期基本計画の戦略的
プロジェクトなどを推進することで、将来ビジョンの実現を図っていきます。

将来ビジョン ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ
⾏動姿勢 むすぶ 〜 多様な‟むすび”により君津の未来を創る 〜

【⼀般会計歳⼊⾒通し（令和4年度〜令和8年度）】

⼈件費

418.7億円

24%

扶助費

353.2億円

20%公債費

100.9億円

6%

物件費

319.5億円

18%

維持補修費

11.3億円

1%

補助費

151.4億円

9%

投資・出資⾦等

60.3億円

3%

繰出⾦

113.8億円

7%

普通建設事業費

201.9億円

12%

歳出
1,731億円

市税

891.8億円

51%

繰⼊⾦

32.5億円

2%

分担⾦・負担⾦等

150.8億円

9%

譲与税・交付⾦等

162.6億円

9%

国・県支出⾦

359.7億円

21%

市債

133.6億円

8%

歳⼊
1,731億円

・オール君津でまちづくりを⾏うための⾏動指針
・まちづくりにおける最上位計画

■ 計画の位置づけ

◎新規事業



令和４年度君津市⼀般会計当初予算 （案）の概要
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予算規模の推移

予算規模 普通建設事業費

経常的経費

27,288,006千円

75.7%

その他経費

3,365,749千円

9.3%

投資的経費

5,406,245千円

15.0%

人件費

8,495,379千円

23.6%

扶助費

6,955,930千円

19.3%

公債費

1,741,740千円

4.8%

物件費

6,895,316千円

19.1%

維持補修費

216,722千円

0.6%

補助費等

2,982,919千円

8.3%

繰出金

2,218,433千円

6.1%

積立金等

1,147,316千円

3.2%

普通建設事業費

5,363,747千円

14.9%

災害復旧費

42,498千円

0.1%

（性質別）

歳出

36,060,000千円

[単位：百万円]

 自主財源

21,441,424千円

59.5%

依存財源 

14,618,576千円

40.5%

0.0% 市税

17,835,000千円

49.5%

繰入金

1,229,597千円

3.4%

分担金及び負担金等

2,376,827千円

6.6%

地方消費税交付金

2,164,000千円

6.0%

国庫支出金

5,152,496千円

14.3%

県支出金

2,440,905千円

6.8%

市債

3,772,400千円

10.5%

地方譲与税等

1,088,775千円

2.9%

歳入

36,060,000千円
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市税収入の推移[単位：百万円]



君津市総合計画 （案）の概要

区分 計画期間 内容

基本構想 R4年度〜R12年度
【9年】

将来ビジョン、⾏動姿勢、将来ビジョンを実現するための
柱と将来の姿、将来デザインなど

基本計画
R４年度〜R８年度
【前期５年】
R９年度〜R１２年度
【後期４年】

将来ビジョンを示すための柱ごとの施策、指標、目標値、戦
略的プロジェクト、拠点づくり、財政⾒通しなど

実施計画 単年度ごと 基本計画に定める分野ごとの施策を推進するため、
毎年度の予算編成、⾏政評価と連動した事業計画

A 安心して働ける環境をつくる
B 子育て世代が住みやすいまちをつくる
C 環境グリーン都市をつくる
D デジタル技術を活用して新たな価値をつくる

柱１ 経済と環境が調和したまち
【経済、環境】

柱２誰もがいきいきと生活できる
地域共生のまち
【健康、福祉】

柱３ 安心して子育て・子育ちでき
学びを楽しめるまち

【子育て、教育、文化】
柱４ 快適で安心して暮らせるまち

【安全安心・都市基盤】
柱５ ともに創る次世代につながるまち
【パートナーシップ、⼈権、⾏財政】

主な事業 主な事業 主な事業 主な事業 主な事業

◎地元採用促進事業
（予算額︓4,200千円）

◎君津インターチェンジ周辺土地
利用検討事業
（予算額︓8,000千円）

◎農業担い手総合支援事業
（予算額︓2,420千円）

◎脱炭素社会推進事業
（予算額︓10,802千円）

■地域コミュニティづくり推進
支援事業
（予算額︓7,829千円）

■ひとり暮らし⽼⼈等福祉
タクシー事業
（予算額︓1,686千円）

■介護予防・地域支え合い事業
（予算額︓16,681千円）

■生涯スポーツ推進事業
（予算額︓1,174千円）

◎きみつ赤ちゃん応援パック事業
（予算額︓10,273千円）

■（仮称）貞元保育園整備事業
（予算額︓56,215千円）

■ＩＣＴ活用推進事業
（小・中学校費、教育センター費）
（予算額︓253,025千円）

◎公⺠館等再整備事業
（予算額︓4,950千円）

■橋梁⻑寿命化事業
（予算額︓223,869千円）

■消防⾃動⾞購⼊事業
（予算額︓235,840千円）

◎スクールバス利活用実証運⾏事業
（予算額︓5,200千円）

■調査推進事業
（⽴地適正化計画の策定）
（予算額︓6,182千円）

■地方創生広域連携事業
（君津版地域おこし協⼒隊）
（予算額︓8,272千円）

■清和地区拠点施設整備事業
（予算額︓265,894千円）

◎庁舎整備基⾦積⽴⾦
（予算額︓300,000千円）

■ＤＸ推進事業
（予算額︓17,473千円）

令和４年度当初予算額
一般会計︓360億6,000万円
（前年度343億8,000万円・4.9％増）

戦略的プロジェクト

■ 計画の体系

・「まち・ひと・しごと創生」総合戦略との一体化
・ 国土強靱化地域計画との一体的推進

■ SDGｓ（持続可能な開発目標）との関わり

■ 財政の⾒通し

【⼀般会計歳出⾒通し（令和4年度〜令和8年度）】

・社会経済情勢や地方財政制度の動向を踏まえ、総合計画に基づき今後展開される施策などを盛り
込んだ歳⼊歳出の試算を⾏うものです。

・前期基本計画中の財政⾒通しを示すとともに、施策に関連する事業を示す実施計画と予算の連動
を図ることで計画の実効性を確保していきます。

・限られた予算を効率的に運用するため、徹底した「選択と集中」を⾏い、前期基本計画の戦略的
プロジェクトなどを推進することで、将来ビジョンの実現を図っていきます。

将来ビジョン ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ
⾏動姿勢 むすぶ 〜 多様な‟むすび”により君津の未来を創る 〜

【⼀般会計歳⼊⾒通し（令和4年度〜令和8年度）】

⼈件費

418.7億円

24%

扶助費

353.2億円

20%公債費

100.9億円

6%

物件費

319.5億円

18%

維持補修費

11.3億円

1%

補助費

151.4億円

9%

投資・出資⾦等

60.3億円

3%

繰出⾦

113.8億円

7%

普通建設事業費

201.9億円

12%

歳出
1,731億円

市税

891.8億円

51%

繰⼊⾦

32.5億円

2%

分担⾦・負担⾦等

150.8億円

9%

譲与税・交付⾦等

162.6億円

9%

国・県支出⾦

359.7億円

21%

市債

133.6億円

8%

歳⼊
1,731億円

・オール君津でまちづくりを⾏うための⾏動指針
・まちづくりにおける最上位計画

■ 計画の位置づけ

◎新規事業



令和４年度君津市⼀般会計当初予算 （案）の概要
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予算規模の推移

予算規模 普通建設事業費

経常的経費

27,288,006千円

75.7%

その他経費

3,365,749千円

9.3%

投資的経費

5,406,245千円

15.0%

人件費

8,495,379千円

23.6%

扶助費

6,955,930千円

19.3%

公債費

1,741,740千円

4.8%

物件費

6,895,316千円

19.1%

維持補修費

216,722千円

0.6%

補助費等

2,982,919千円

8.3%

繰出金

2,218,433千円

6.1%

積立金等

1,147,316千円

3.2%

普通建設事業費

5,363,747千円

14.9%

災害復旧費

42,498千円

0.1%

（性質別）

歳出

36,060,000千円

[単位：百万円]

 自主財源

21,441,424千円

59.5%

依存財源 

14,618,576千円

40.5%

0.0% 市税

17,835,000千円

49.5%

繰入金

1,229,597千円

3.4%

分担金及び負担金等

2,376,827千円

6.6%

地方消費税交付金

2,164,000千円

6.0%

国庫支出金

5,152,496千円

14.3%

県支出金

2,440,905千円

6.8%

市債

3,772,400千円

10.5%

地方譲与税等

1,088,775千円

2.9%

歳入

36,060,000千円
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市税収入の推移[単位：百万円]



令和４年度 

君津市総合計画 実施計画（案）の概要 

及び当初予算（案）の概要 

君 津 市 
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Ⅰ 令和４年度君津市総合計画 実施計画（案）の概要 

１ 計画の体系 

  君津市総合計画は、本市が目指すべき将来の姿を示すとともに、 その実現に向けた取組の方向性を示

す“総合的な行財政運営の指針”であり、まちづくりにおける最上位の計画として位置付けられ、「基本構

想」、「基本計画」、「実施計画」の３つの階層により構成されます。 

君津市総合計画 実施計画（以下「実施計画」という。）は、君津市総合計画 前期基本計画に定める分

野ごとの施策を推進するための事業を示す計画です。 

併せて、第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総合戦略及び君津市国土強靱化地域計画に掲げる事業

を示します。 

※実施計画（案）の概要に記載の主な事業は、当初予算（案）の事業から抜粋しています。 

現在、全事業を対象にした実施計画の編集に取り組んでいます。 

「まち・ひと・しごと創生」総合戦略は、 

人口減少に歯止めをかけ、活力ある地

域を維持するための計画であり、基本計

画、実施計画と一体化しています。 

戦略的プロジェクトは、「まち・ひと・しご

と創生」総合戦略のうち、基本構想の将

来ビジョンの実現を加速させるために、 

戦略的に取り組んでいくプロジェクトで

す。 

国土強靱化地域計画は、大規模自然 

災害に対する減災・防災の体制づくりを 

定めた計画であり、基本計画、実施計画 

と一体的に推進します。 
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２ 計画の期間 

実施計画は、基本構想の期間【令和４（２０２２）年度～令和１２（２０３０）年度】において、計画の実効性

を確保するため、毎年度の予算編成、行政評価と連動して単年度ごとに策定します。 

年 度 
令和 4 

(2022) 

令和 5 

(2023) 

令和 6 

(2024) 

令和 7 

(2025) 

令和 8 

(2026) 

令和 9 

(2027) 

令和 10 

(2028) 

令和 11 

(2029) 

令和 12 

(2030) 

総合 

計画 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

３ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関わり 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）とは、経済・社会・環境の３つのバランスが取れた社会を

目指すための国際目標であり、平成２７（２０１５）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のた

めの２０３０アジェンダ」に掲げられているものです。 

このＳＤＧｓは、全ての国々、人々を対象としており、令和１２（２０３０）年までに持続可能な世界を実現する

ための１７のゴール（取組分野別の大きな方向性を示したもの）と１６９のターゲット（より詳細な取組の方

向を示したもの）で構成されます。「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、全ての人々が SDGs を理

解し、それぞれの立場で主体的に行動することが求められています。 

本市においても、実施計画に基づく事業を推進することでＳＤＧｓの目標達成に貢献していきます。 
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４ 実施計画の構成と見方 

・５つの柱に連なる施策分野については、以下の項目を記載しています。 

① 概要 施策分野の概要を示しています。 

② 関連するＳＤＧｓ 施策分野に対応するＳＤＧＳの１７の目標（ゴール）を示しています。 

③ 主な事業 施策分野ごとに主な事業を抜粋して掲載しています。 

④ 総合戦略 

国土強靱化地域計画 

第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総合戦略及び君津市国土強靱化地

域計画に掲げる事業に●をしています。 

① 

② 

③ 

④ 
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経済と環境が調和したまちの実現

農林業振興

森林整備
の促進

都市農村交流
の促進

多様な担い手が
活躍できる環境
の整備

安定した農業
経営の確立

環境共生

脱炭素社会
の推進

生活環境と自
然環境の保全

有害鳥獣を引き寄
せない環境づくり

ごみの減量化・再
資源化の推進

環境と経済の
好循環を創出経 済 環 境

商工業振興

持続的な経済
発展の実現

働きやすい
環境づくり

地域を支える
事業者の
経営力強化

企業誘致の
推進

観光振興

観光情報発信
の強化

観光資源の
磨き上げ

◇ 施策イメージ

柱１ 経済と環境が調和したまち

◇ 主な事業

１ 商工業振興
〇持続的な経済発展の実現
・キャッシュレス決済推進事業
〇企業誘致の推進
・企業立地促進事業

２ 農林業振興
〇多様な担い手が活躍できる環境の整備
・農業担い手総合支援事業
〇森林整備の促進
・森林環境整備事業

３ 環境共生
〇脱炭素社会の推進
・脱炭素社会推進事業
〇生活環境と自然環境の保全
・名水サミット開催事業

４ 観光振興
〇観光資源の磨き上げ
・郡ダム湖面活用推進事業
〇観光情報発信の強化
・観光推進事業

５ 将来ビジョンを実現するための柱ごとの事業
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柱２ 誰もがいきいきと生活できる地域共生のまち

誰もがいきいきと生活できる地域共生のまちの実現

高齢者がいきいきと暮らせる環境づくり

地域福祉

地域で共に
支え合える
環境づくり

生活に困ってい
る方への
支援の推進

誰もが安心して
暮らせる

住環境の整備

高齢者福祉
高齢者がいきい
きと暮らせる
環境づくり

介護基盤の
整備促進

障害者福祉

障害福祉サービス
提供体制の充実

障害のある方の
就労支援の充実

障害のある方が
自分らしく暮らせ
る環境づくり

スポーツ推進

スポーツ環境の
整備

スポーツ・レクリ
エーション活動
の推進

スポーツを通じ
た交流による
地域づくり

保健・医療

運動習慣の
定着とフレイル
予防の推進

健康診査や
疾病予防の推進

地域医療体制
の充実

◇ 主な事業

◇施策イメージ

１ 地域福祉
〇生活に困っている方への支援の推進
・生活困窮者等自立相談支援事業

２ 高齢者福祉
〇高齢者がいきいきと暮らせる環境づくり
・ひとり暮らし老人等福祉タクシー事業

３ 障害者福祉
〇障害のある方の相談支援体制の強化
・相談支援事業

４ 保健・医療
〇運動習慣の定着とフレイル予防の推進
・介護予防・地域支え合い事業

５ スポーツ振興
〇スポーツ・レクリエーション活動の推進
・生涯スポーツ推進事業

7



8



9



10



柱３ 安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまち

安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまちの実現

文化・芸術振興

文化・芸術に触れ親しむこと
ができる環境づくり

文化・芸術に係る
環境の整備

地域の伝統文化を次世代に
つなげる環境づくり

子育て
妊娠・出産・
子育て期に
わたる支援

保育環境の
整備

結婚支援

学校教育

子育ちできる
環境づくり

新しい時代に必
要な資質・能力
の育成

より良い学校
環境の整備

生涯学習

身近な場所で学
び続けられる
環境の整備

子どもも大人も学
び成長し続けられ
る機会の充実

自主的に
学び続けられる
読書環境の整備

多文化共生

国際交流の推進

あらゆる国々の人にとって
住みやすいまちづくり

◇ 主な事業

◇施策イメージ

１ 子育て
〇保育環境の整備と特色ある幼児教育・保育
の推進
・（仮称）貞元保育園整備事業
・公立保育園民営化整備事業

２ 学校教育
〇新しい時代に必要な資質・能力の育成
・ＩＣＴ活用推進事業

３ 生涯学習
〇身近な場所で学び続けられる環境の整備
・公民館等再整備事業

４ 文化・芸術振興
〇文化・芸術に係る環境の整備
・市民文化ホール改修事業

５ 多文化共生
〇国際交流の推進
・国際交流推進事業
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柱４ 快適で安心して暮らせるまち

快適で安心して暮らせるまちの実現

都市創造・住まい

市街地の
都市機能の充実

良質な住宅の
普及促進

上下水道

水道水の
安定的な供給

公共下水道の
整備・普及

移 動

鉄道及び民間路線
バスの利用促進

コミュニティバス及び
デマンドタクシーの

最適化

防犯・消費生活・交通安全

犯罪を未然に防ぐ
体制の整備

交通安全対策の
推進

火災予防の推進

消防・救急

消防・救急体制
の充実

道 路
道路インフラの
計画的な
メンテナンス

幹線道路の
整備促進

防災・減災

地域が一体となっ
た防災対策の推進

災害に備えた
環境の整備

◇ 施策イメージ

◇主な事業

１ 防災・減災
〇地域が一体となった防災対策の推進
・地区防災計画策定事業

２ 道路
〇道路インフラの計画的なメンテナンスの実施
・橋梁長寿命化事業

３ 上下水道
〇水道水の安定的な供給
・かずさ水道広域連合企業団出資金等

４ 消防・救急
〇消防の強靱化
・消防自動車購入事業

６ 移動
〇鉄道及び民間路線バスの利用促進
・総合交通体系整備促進事業

５ 防犯・消費生活・交通安全
〇交通安全対策の推進
・交通安全施設整備事業

７ 都市創造・住まい
〇市街地の都市機能の充実
・立地適正化計画の策定
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柱５ ともに創る次世代につながるまち

ともに創る次世代につながるまちの実現

◇主な事業

◇ 施策イメージ

１ パートナーシップ
〇市民と共につくるまちづくり
・市民協働のまちづくり推進事業

２ 地域コミュニティ
〇新たな地域拠点づくり
・清和地区拠点施設整備事業

３ 人権・男女共同参画
〇ジェンダー平等の推進
・男女共同参画施策推進事業

４ 公共施設マネジメント
〇公共施設再整備の推進
・公共施設マネジメント推進事業

６ 行財政マネジメント
〇次世代につながる効果的な行財政運営
・経営改革推進事業

５ シティプロモーション
〇地方移住・二地域居住の推進
・定住促進事業

公共施設
再整備の推進

空き公共施設等
の利活用の推進

公共施設マネジメント

地域コミュニティ
の活性化

新たな地域拠点
づくり

地域コミュニティ 人権・男女共同参画
女性が活躍する
社会の実現に
向けた環境づくり

ジェンダー
平等の推進

多様な人権を
尊重する
まちづくり

行財政マネジメント
デジタル化による
住民サービスの
向上等

次世代につなが
る効果的な
行財政運営

君津市への愛着
や誇りの醸成

シティプロモーション
地方移住・
二地域居住
の推進

関係人口の
創出・拡大

市民と共に
つくる
まちづくり

パートナーシップ
企業等との
連携による
まちづくり

広域連携による
まちづくり
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６ 戦略的プロジェクト

戦略的プロジェクトとは、基本構想の将来ビジョンの実現を加速させるために、テーマご
とに関連する「将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策」をパッケージ化し、戦略的
に取り組んでいくものです。

◇ 概要

将来ビジョン

ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ

安心して働ける
環境をつくる

子育て世代が
住みやすい
まちをつくる

環境グリーン
都市をつくる

デジタル技術を
活用して新たな
価値をつくる

◇ イメージ

◇戦略的な視点
視点① 本市から転出傾向にある、若い世代と女性をターゲットとする

視点② 基本構想将来ビジョンの実現に向けて効果が高いもの

視点③ 基本構想将来デザインのコンセプトに沿って具現化するもの

視点④ 「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」等の国が推進する分野に
合致し、国の政策的・財政的支援により取組の加速が期待されるもの

◇ テーマ
Ａ 安心して働ける環境をつくる

Ｂ 子育て世代が住みやすいまちをつくる

Ｃ 環境グリーン都市をつくる

Ｄ デジタル技術を活用して新たな価値をつくる
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Ⅱ 令和４年度当初予算（案）の概要 

１ 予算編成方針（令和３年１０月策定）

[本市の財政状況と見通し] 

本市の財政状況について、令和２年度決算における歳入面では、市税においては固定資産税の増

などで前年度と比較し、約５億３千万円の増加となった。歳出面では、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の猛威に対し、国の予算を活用し、適宜補正予算の編成を行い、感染防止対策、生活・経

済支援等を実施してきた。また、令和元年房総半島台風等による被災者支援・復興対策をきめ細や

かに実施したほか、橋梁・トンネルなど社会インフラの長寿命化対策を行うなど歳出総額で前年度と

比較し、約１２０億５千万円の増加となり、市制施行以来最大規模となった。 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、市税や地方消費税交付金等の増により前年度と比

較し、２．４ポイント減少し、８９．２％となった。 

令和３年９月の国の月例経済報告によると「景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依

然として厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、このところそのテンポが弱まっ

ている。」としており、今後の経済状況を見通すことは困難な状況であり、市税について大幅な増収の

期待をすることはできない。 

高度経済成長期の人口増加と都市化の進展に伴い整備してきた公共施設は老朽化が進行し、大

規模改修や建替えの時期を迎えている施設は全体の約６割にのぼるなど、その対策は市政最大の

課題の一つとなっている。財政運営においては、起債による歳出の平準化を図るものの、相当額の一

般財源も必要であり、かつ、後年度の公債費として負担が増加することから、今後も厳しい状況が続

くことが考えられる。 

[予算編成方針] 

本市は、本年度、市制施行５０周年という大きな節目を迎えたが、次なる５０年、さらにその先を見

据え、希望に満ちた未来を実現するため「変革」と「創造」に挑み続けなければならない。 

来たる令和４年度は、新たな総合計画（令和４年度～１２年度）の初年度となる。計画の実効性を

確保するためには、施策を具現化する実施計画と予算編成を連動させる必要がある。 

予算編成に当たっては、あらゆる角度から財源の確保に努めるとともに、経営改革の視点に立って

「選択と集中」を徹底し、新たな総合計画における戦略的プロジェクトの推進、新型コロナウイルス感

染症対策と地域経済活動の両立、脱炭素社会実現に向けた取組の推進、防災・減災、国土強靱化

の推進に対し予算を重点的に配分することとする。 
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（単位：千円，％）

令和４年度
予 算 額

令和３年度
予 算 額

比 較 増減率

36,060,000 34,380,000 1,680,000 4.9

17,541,000 17,602,000 △ 61,000 △ 0.3

 国民健康
 事業勘定 8,528,000 8,746,000 △ 218,000 △ 2.5

 保険会計
 直診勘定 110,000 107,000 3,000 2.8

 聖地公園事業会計 0 61,000 △ 61,000 皆減

 農業集落排水事業会計 51,000 35,000 16,000 45.7

 介護保険会計 7,553,000 7,403,000 150,000 2.0

 後期高齢者医療会計 1,299,000 1,250,000 49,000 3.9

53,601,000 51,982,000 1,619,000 3.1

※令和４年度から聖地公園事業特別会計を一般会計へ移行

　一般会計・特別会計合計

２ 会計別予算規模

会　 計　 名

　一　般　会　計

　特　別　会　計
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３ 一般会計 

（１）予算規模 

【一般会計の予算規模  ３６０億６千万円】 

令和４年度は、新たな総合計画の初年度となる。計画の実効性を確保するため、施策を具現化す

る実施計画と予算を連動させ、基本構想の５つの柱と将来デザインにおける地区の特色に応じた拠

点形成、これらの施策を強力に牽引する４つの戦略的プロジェクトを推進し、将来都市像「ひとが輝

き 幸せつなぐ きみつ」の実現に向けた予算とした。 

特に、公共施設等の整備については、大きな財政負担が伴うが、将来に先送りすることなく着実に

取り組んでいくこととした。 

また、社会保障関係費の増加や都市基盤・公共施設の長寿命化対策、地方創生の推進に加え、

防災・減災対策、感染症対応、デジタル化・脱炭素化など財政需要は年々増加する傾向にあり、前年

度に引き続き、当初予算としては、過去最大の予算規模となった。 

これらの財源となる歳入については、個人・法人市民税や固定資産税などの増収を見込むととも

に、国・県支出金や市債の積極的な活用のほか、財政調整基金からの繰入れによって確保することと

した。 

（令和４年１月末人口82,003 人、市民一人当たり４４万円)

（参考） 

・国家予算案 

１０７兆 5,964 億円（前年度比 9,867 億円、0.9％の増） 

・千葉県予算案 

２兆 1,772 億 6,500 万円（前年度比 2,473 億 3,800 万円、10.2％の減） 
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（２）歳入 

歳入の根幹をなす市税については、景気の持ち直しによる個人・法人市民税の増収、設備投資に

よる固定資産税の増収を見込むとともに、国・県支出金や市債の積極的な活用のほか、財政調整基

金の繰入れによって財源を確保した。 

[主な増減理由] 

ア    市税収入は、個人・法人市民税、固定資産税などの増収により、１７８億３，５００万円（前年度

比 9億 2,400万円、5.5％の増）を見込んだ。

イ    分担金及び負担金は、小学校給食費負担金及び中学校給食費負担金を学校給食費として

統合し、諸収入へ移管したことなどにより、１億 7,629 万８千円（前年度比 ２億 7,475 万

３千円、６０．９％の減）を見込んだ。 

ウ    寄附金は、ふるさときみつ応援寄附金の減などにより、４億５，１２５万３千円（前年度比 

9,900 万円、18.0％の減）を見込んだ。 

エ    繰入金は、財政調整基金、市民文化振興基金及び里地棚田保全整備事業基金からの繰入

れにより、１２億２，９５９万７千円（前年度比 1 億 2,127 万 4千円、10.9％の増）を見込んだ。 

オ    諸収入は、学校給食費を分担金及び負担金から移管したことなどにより、８億 4,880 万円

（前年度比 2億 8,083万 6千円、49.4％の増）を見込んだ。 

カ    地方特例交付金は、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補 特別交付金の減などに

より、７，５９０万円（前年度比 1 億 1,310 万円、59.8％の減）を見込んだ。 

キ    国庫支出金は、衛生センター整備事業国庫補助金及び八重原線道路新設改良事業国庫補

助金の減などにより、５１億５，２４９万６千円（前年度比 3 億 1,385 万 3 千円、5.7％の減）を

見込んだ。 

ク    県支出金は、介護施設等整備事業交付金及び参議院議員選挙費委託金の増などにより、

２４億４，０９０万５千円（前年度比 3 億 3,152 万円、15.7％の増）を見込んだ。 

ケ    市債は、きみさらず聖苑整備事業債及び上総小櫃中学校屋内運動場整備事業債の増など

により、３７億７，２４０万円（前年度比 5 億 6,850 万円、17.7％の増）を見込んだ。 
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　歳入内訳　
（単位：千円，％）

構成比 構成比

( 1)市税 17,835,000 49.5 16,911,000 49.2 924,000 5.5

( 2)分担金及び負担金 176,298 0.5 451,051 1.3 △ 274,753 △ 60.9

( 3)使用料及び手数料 431,919 1.2 404,127 1.2 27,792 6.9

( 4)財産収入 168,557 0.5 159,088 0.5 9,469 6.0

( 5)寄附金 451,253 1.2 550,253 1.6 △ 99,000 △ 18.0

( 6)繰入金 1,229,597 3.4 1,108,323 3.2 121,274 10.9

( 7)繰越金 300,000 0.8 300,000 0.9 0 0.0

( 8)諸収入 848,800 2.4 567,964 1.7 280,836 49.4

21,441,424 59.5 20,451,806 59.6 989,618 4.8

( 9)地方譲与税 564,000 1.6 495,000 1.4 69,000 13.9

(10)利子割交付金 6,000 0.0 7,000 0.0 △ 1,000 △ 14.3

(11)配当割交付金 50,000 0.1 50,000 0.2 0 0.0

(12)株式等譲渡所得割交付金 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

(13)法人事業税交付金 153,000 0.4 115,000 0.3 38,000 33.0

(14)地方消費税交付金 2,164,000 6.0 2,083,000 6.1 81,000 3.9

(15)ゴルフ場利用税交付金 147,000 0.4 121,000 0.4 26,000 21.5

(16)自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

(17)環境性能割交付金 49,000 0.1 45,000 0.1 4,000 8.9

(18)地方特例交付金 75,900 0.2 189,000 0.5 △ 113,100 △ 59.8

(19)地方交付税 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

(20)交通安全対策特別交付金 12,874 0.0 12,559 0.0 315 2.5

(21)国庫支出金 5,152,496 14.3 5,466,349 15.9 △ 313,853 △ 5.7

(22)県支出金 2,440,905 6.8 2,109,385 6.1 331,520 15.7

(23)市債 3,772,400 10.5 3,203,900 9.3 568,500 17.7

14,618,576 40.5 13,928,194 40.4 690,382 5.0

36,060,000 100.0 34,380,000 100.0 1,680,000 4.9合       計

区          分 比  較 増減率

自

主

財

源

依

存

財

源

令和４年度予算額 令和３年度予算額

　　　依存財源計　　　

　　　自主財源計　　　
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（３）歳出 

公共施設等の整備に着実に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症防止対策や円滑なワク

チンの追加接種、継続的な生活支援、経済支援を進める。

[主な増減理由] 

ア    人件費は、職員給与の臨時的な減額措置に取り組んでいるものの、増加する行政需要に対

応していくために必要な人員を確保することから、８４億９，５３７万９千円（前年度比 1 億

7,014 万 8千円、2.0％の増）となった。 

イ    扶助費は、子どものための教育・保育給付費、生活保護費などの増により、６９億５，５９３万円

（前年度比 5億 3,560万 6千円、8.3％の増）となった。 

ウ    公債費は、償還額に対し、借入額が増加していることから、１７億４，１７４万円 （前年度比1億

2,889 万 2千円、8.0％の増）となった。 

エ    物件費は、新型コロナウイルス感染症対策事業、広域廃棄物処理事業及びＤＸ推進関係事

業の増などにより、６８億９，５３１万６千円（前年度比 3 億 8,641 万 6 千円、5.9％の増）とな

った。 

オ    積立金は、庁舎整備基金への積立てなどにより、３億４，４１３万円（前年度比 3 億 14 万

8千円、682.4％の増）となった。 

カ    投資及び出資金は、かずさ水道広域連合企業団出資金等の減などにより、４億９，３９４万

６千円（前年度比 1億 3,088 万 6千円、20.9％の減）となった。 

キ    繰出金は、介護保険特別会計繰出金の増の一方、聖地公園事業特別会計の廃止などにより、

２２億１，８４３万３千円（前年度比 3,688 万円、1.6％の減）となった。 

ク    投資的経費は、衛生センター整備事業費の減の一方、きみさらず聖苑整備運営事業負担金

及び公立保育園民営化整備事業費の増などにより、５４億 624 万 5 千円（前年度比 3 億

1,483 万円、6.2％の増）となった。 

32



　歳出内訳（性質別）
　（単位：千円，％）

構成比 構成比

( 1)人件費 8,495,379 23.6 8,325,231 24.2 170,148 2.0

( 2)扶助費 6,955,930 19.3 6,420,324 18.7 535,606 8.3

( 3)公債費 1,741,740 4.8 1,612,848 4.7 128,892 8.0

17,193,049 47.7 16,358,403 47.6 834,646 5.1

6,895,316 19.1 6,508,900 18.9 386,416 5.9

216,722 0.6 216,178 0.6 544 0.3

2,982,919 8.3 2,971,617 8.6 11,302 0.4

27,288,006 75.7 26,055,098 75.7 1,232,908 4.7

344,130 0.9 43,982 0.1 300,148 682.4

493,946 1.4 624,832 1.8 △ 130,886 △ 20.9

209,240 0.6 209,360 0.6 △ 120 △ 0.1

2,218,433 6.1 2,255,313 6.6 △ 36,880 △ 1.6

100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

3,365,749 9.3 3,233,487 9.4 132,262 4.1

5,363,747 14.9 5,072,530 14.8 291,217 5.7

42,498 0.1 18,885 0.1 23,613 125.0

5,406,245 15.0 5,091,415 14.9 314,830 6.2

36,060,000 100.0 34,380,000 100.0 1,680,000 4.9

　※区分は、決算統計に準ずる。

（普通建設事業費の内訳）

81,052 0.2 79,865 0.3 1,187 1.5

5,282,695 14.7 4,992,665 14.5 290,030 5.8

補助事業 1,934,616 5.4 4,165,917 12.1 △ 2,231,301 △ 53.6

単独事業 3,348,079 9.3 826,748 2.4 2,521,331 305.0

経常的経費計

経

常

的

経

費

( 6)補助費等

増減率
令和４年度予算額 令和３年度予算額

区       分 比  較

( 5)維持補修費

( 4)物件費

義
務
的
経
費

　　 義務的経費計

普
通
建
設
事
業
費

その他経費計

(11)予備費

( 7)積立金

( 8)投資及び出資金

     投資的経費計

(12)普通建設事業費

( 9)貸付金

純建設事業費

(13)災害復旧費

債務負担行為事業

合       計

(10)繰出金

そ
の
他
経
費

投
資
的
経
費
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 歳出内訳（目的別）

  （単位：千円，％）

構成比 構成比

( 1)議会費 286,357 0.8 297,722 0.8 △ 11,365 △ 3.8

( 2)総務費 5,379,698 14.9 4,642,555 13.5 737,143 15.9

( 3)民生費 12,123,673 33.6 10,646,024 31.0 1,477,649 13.9

( 4)衛生費 6,110,438 16.9 6,488,374 18.9 △ 377,936 △ 5.8

( 5)労働費 72,123 0.2 43,009 0.1 29,114 67.7

( 6)農林水産業費 816,633 2.3 782,781 2.3 33,852 4.3

( 7)商工費 710,334 2.0 760,174 2.2 △ 49,840 △ 6.6

( 8)土木費 2,272,314 6.3 3,448,099 10.0 △ 1,175,785 △ 34.1

( 9)消防費 1,902,939 5.3 1,515,091 4.4 387,848 25.6

(10)教育費 4,501,253 12.5 4,024,438 11.7 476,815 11.8

(11)災害復旧費 42,498 0.1 18,885 0.1 23,613 125.0

(12)公債費 1,741,740 4.8 1,612,848 4.7 128,892 8.0

(13)予備費 100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

36,060,000 100.0 34,380,000 100.0 1,680,000 4.9

増減率
令和４年度予算額 令和３年度予算額

合       計

区       分 比  較
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自主財源

21,441,424千円

59.5%

依存財源
14,618,576千円

40.5% 市税

17,835,000千円

49.5%

繰入金

1,229,597千円

3.4%

分担金及び負担金等

2,376,827千円

6.6%

地方消費税交付金

2,164,000千円

6.0%

国庫支出金

5,152,496千円

14.3%

県支出金

2,440,905千円

6.8%

市債

3,772,400千円

10.5%

地方譲与税等

1,088,775千円

2.9%

歳入

36,060,000千円

４ 一般会計歳入歳出予算の状況

【歳入】

分担金及び ・分担金及び負担金 176,298千円 ( 0.5 %)

負担金等 ・使用料及び手数料 431,919千円 ( 1.2 %)

・財産収入 168,557千円 ( 0.5 %)

・寄附金 451,253千円 ( 1.2 %)

・繰越金 300,000千円 ( 0.8 %)

・諸収入 848,800千円 ( 2.4 %)

地方譲与税等 ・地方譲与税 564,000千円 ( 1.6 %)

・利子割交付金 6,000千円 ( 0.0 %)

・配当割交付金 50,000千円 ( 0.1 %)

・株式等譲渡所得割交付金 30,000千円 ( 0.1 %)

・法人事業税交付金 153,000千円 ( 0.4 %)

・ゴルフ場利用税交付金 147,000千円 ( 0.4 %)

・自動車取得税交付金 1千円 ( 0.0 %)

・環境性能割交付金 49,000千円 ( 0.1 %)

・地方特例交付金 75,900千円 ( 0.2 %)

・地方交付税 1,000千円 ( 0.0 %)

・交通安全対策特別交付金 12,874千円 ( 0.0 %)
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総務費

5,379,698千円

14.9%

民生費

12,123,673千円

33.6%

衛生費

6,110,438千円

16.9%

農林水産業費

816,633千円

2.3%

商工費

710,334千円

2.0%

土木費

2,272,314千円

6.3%

消防費

1,902,939千円

5.3%

教育費

4,501,253千円

12.5%

公債費

1,741,740千円

4.8%

議会費等

500,978千円

1.4%

経常的経費

27,288,006千円

75.7%

その他経費

3,365,749千円

9.3%

投資的経費

5,406,245千円

15.0%

人件費

8,495,379千円

23.6%

扶助費

6,955,930千円

19.3%

公債費

1,741,740千円

4.8%

物件費

6,895,316千円

19.1%

維持補修費

216,722千円

0.6%

補助費等

2,982,919千円

8.3%

繰出金

2,218,433千円

6.1%

積立金等

1,147,316千円

3.2%

普通建設事業費

5,363,747千円

14.9%

災害復旧費

42,498千円

0.1%

【歳出】

○目的別

○性質別

36,060,000千円

歳出

歳出

36,060,000千円
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５　特別会計

 歳  入  歳  出 （単位：千円,％）
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

( 1)国民健康保険税 1,643,500 1,610,153 2.1 ( 1)総務費 210,299 215,605 △ 2.5

( 2)国庫支出金 1 1 0.0 ( 2)保険給付費 5,907,125 6,144,098 △ 3.9

( 3)県支出金 6,002,014 6,223,972 △ 3.6 ( 3)国民健康保険
      事業費納付金

2,179,698 2,158,650 1.0

( 4)財産収入 101 8 激増 ( 4)共同事業拠出金 3 3 0.0

( 5)寄附金 1 1 0.0 ( 5)財政安定化基金
      拠出金

1 1 0.0

( 6)繰入金 686,771 707,355 △ 2.9 ( 6)保健事業費 117,059 118,011 △ 0.8

( 7)繰越金 150,000 150,000 0.0 ( 7)積立金 101 8 激増

( 8)諸収入 45,611 54,509 △ 16.3 ( 8)公債費 2 2 0.0

( 9)市債 1 1 0.0 ( 9)諸支出金 83,712 79,622 5.1

(10)予備費 30,000 30,000 0.0

計 8,528,000 8,746,000 △ 2.5 計 8,528,000 8,746,000 △ 2.5

（１）保険給付費について、被保険者数の減少により減額となった。

 歳  入  歳  出 （単位：千円,％）
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)診療収入 42,018 42,636 △ 1.4  (1)総務費 81,949 78,617 4.2
 (2)使用料及び
      手数料

308 306 0.7  (2)医業費 23,370 23,702 △ 1.4

 (3)財産収入 271 271 0.0  (3)公債費 681 681 0.0

 (4)繰入金 63,359 59,169 7.1  (4)予備費 4,000 4,000 0.0

 (5)繰越金 4,000 4,000 0.0

 (6)諸収入 44 618 △ 92.9

計 110,000 107,000 2.8 計 110,000 107,000 2.8

（１) 総務費について、医療機器購入等により増額となった。

（２）繰入金は一般会計からの運営補助費として、63,359千円を計上した。

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 （ 直 営 診 療 施 設 勘 定）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 （ 事 業 勘 定 ）

款 増減率 款 増減率

款 増減率 款 増減率
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 歳  入  歳  出 （単位：千円,％）
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)事業収入 0 30,606 皆減  (1)墓地公園事業費 0 20,715 皆減

 (2)繰入金 0 27,316 皆減  (2)公債費 0 37,285 皆減

 (3)繰越金 0 3,000 皆減  (3)予備費 0 3,000 皆減

 (4)諸収入 0 78 皆減

計 0 61,000 皆減 計 0 61,000 皆減

（１）聖地公園事業特別会計は、令和３年度をもって廃止する。

 歳  入  歳  出 （単位：千円,％）
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)使用料及び
      手数料

2,271 2,163 5.0  (1)農業集落排水
      事業費

36,024 20,024 79.9

 (2)繰入金 30,700 32,735 △ 6.2  (2)公債費 12,476 12,476 0.0

 (3)繰越金 2,327 100 激増  (3)予備費 2,500 2,500 0.0

 (4)諸収入 2 2 0.0

 (5)市債 15,700 0 皆増

計 51,000 35,000 45.7 計 51,000 35,000 45.7

（１）地方公営企業法適用移行業務委託費として１５，７１９千円計上した。

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 予 算

款 増減率 款 増減率

聖 地 公 園 事 業 特 別 会 計 予 算

款 増減率 款 増減率
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 歳  入  歳  出 （単位：千円,％）
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)保険料 1,679,390 1,688,206 △ 0.5  (1)総務費 202,573 215,142 △ 5.8
 (2)使用料及び
      手数料

1 1 0.0  (2)保険給付費 6,999,007 6,849,155 2.2

 (3)国庫支出金 1,595,646 1,554,740 2.6  (3)地域支援事業費 338,047 325,469 3.9

 (4)支払基金交付金 1,934,090 1,896,868 2.0  (4)基金積立金 322 203 58.6

 (5)県支出金 1,067,644 1,042,357 2.4  (5)公債費 1 1 0.0

 (6)財産収入 322 203 58.6  (6)諸支出金 3,050 3,030 0.7

 (7)繰入金 1,272,473 1,217,192 4.5  (7)予備費 10,000 10,000 0.0

 (8)繰越金 2 2 0.0

 (9)諸収入 3,432 3,431 0.0

計 7,553,000 7,403,000 2.0 計 7,553,000 7,403,000 2.0

（１）繰入金は一般会計負担分として1,229,501千円計上した。

（2）地域支援事業費は地域包括支援センターの増設により増額となった。

 歳  入  歳  出 （単位：千円,％）
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)後期高齢者医療
      保険料

941,062 889,122 5.8  (1)総務費 126,947 136,248 △ 6.8

 (2)繰入金 271,461 271,190 0.1  (2)後期高齢者医療
      広域連合納付金

1,159,005 1,100,704 5.3

 (3)諸収入 86,476 89,687 △ 3.6  (3)諸支出金 3,048 3,048 0.0

 (4)繰越金 1 1 0.0  (4)予備費 10,000 10,000 0.0

計 1,299,000 1,250,000 3.9 計 1,299,000 1,250,000 3.9

（１）被保険者数の増加に伴う、後期高齢者医療保険料及び後期高齢者医療広域連合納付金の増額を見込んだ。

（２）総務費は職員数の減少に伴い減額となった。

款 増減率款 増減率

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算

介 護 保 険 特 別 会 計 予 算

款 増減率 款 増減率
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  ６　部別主要事業（一般会計）
　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『総務部』

・ 障害者就労支援事業 17,476 19,540 　障害者雇用の促進を図るため、チ

ャレンジドオフィスで就労の場を提

供する。また、会計年度任用職員と

して障害者を積極的に採用する。

・ 情報公開・個人情報保護 3,950 755 　市民に行政情報を公開することで

関係事業 市政への市民参加を促進するととも

（旧：情報公開推進事業） (599) に、個人情報の保護を図り、公正で

（旧：個人情報保護推進 (156) 信頼される市政を推進する。

事業）

・ ＤＸ推進事業 17,473 20,064 　君津市ＤＸ推進計画に基づき、市

民サービスの向上、業務の効率化等

を図る。

・ 庁内情報系整備運営事業 204,701 121,579 　庁内情報機器の管理運営を行い、

執務環境を整備することにより、

生産性の向上を図る。

・ インターネット接続系整備 34,884 19,995 　セキュリティ対策が施された回線

運営事業 を使用したインターネット及び外部

とのＷＥＢ会議システムが利用でき

る環境の運用を行う。

・ 人材育成推進事業 21,222 9,182 　職務に必要な知識、技能等を修得

（旧：職員研修費） し、勤務能率の発揮及び推進のため

に研修の機会を与える。

・ 市有財産処分事業 21,784 14,997 　民間事業者の営業力等も有効活用

しながら未利用財産の売却等を進め

る。また、利活用に向けた準備とし

て、測量、不動産鑑定を行う。

・ 経営改革推進事業 241 231 　第２次君津市経営改革大綱及び第

（旧：職員提案制度実施 (60) ２次君津市経営改革実施計画に基づ

事業を統合） き、市民等の意見を改革に反映しな

がら、持続可能な行財政運営及び市

民サービスの質の向上を図る。

　また、事務事業について、職員提

案制度等により、課題の抽出、検討、

改善を行う。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 基幹業務システム管理運営費 207,205 165,028 　基幹業務システムの円滑な運用と

適切な管理を行う。

　また、行政手続きのオンライン化

や引越しワンストップサービスを推

進する。

・ 情報発信施設等維持管理事業 14,976 19,235 　防災行政無線施設の維持管理等を

（旧：防災行政無線施設維持 (17,010) 行うほか、フリーダイヤル等で防災

管理事業） 行政無線の放送内容を提供する。

（旧：防災情報フリーダイヤ (2,225)

ル事業）

・ 地域防災力向上事業 1,452 2,538 　災害対策コーディネーター養成講

（旧：自主防災組織育成事 (900) 座を実施し、地域の防災リーダーと

業） なる人材を養成する。

（旧：防災啓発事業） (1,638) 　また、新規に設立した自主防災組

織に対し、自主防災活動に必要な関

係資機材を交付する。

・ デジタル防災行政無線施設整 142,241 0 　これまでの工事結果や要望等を踏

備事業 まえ、設計内容を調整し、防災行政

無線施設のデジタル波対応工事を完

了させる。

・ 災害時通信機器整備事業 5,473 5,454 　迅速な災害対応を行うため、衛星

携帯電話、公用携帯電話、災害対策

室用パソコン等のリースや災害対応

用地理情報システムの維持管理を行

う。

・ 地区防災計画策定事業 3,949 6,223 　地区防災計画の策定を促進するた

め、キックオフミーティングやワー

クショップ等を実施する。

※県費　1,974千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名

41



　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『企画政策部』

・ 情報発信ツール管理運営事業 9,518 4,018 　メール、ＳＮＳ、ホームページを

（旧：携帯メール配信管理 (2,376) 活用し、市政情報・防災情報等を市

運営事業） 民へ迅速に伝える。また、ホームペ

（旧：ホームページ管理運 (1,642) ージのデザインをより見やすくリニ

営事業） ューアルし、情報発信の充実を図る。

・ 広報きみつ発行事業 19,965 19,598 　市政情報を広く市民に知らせ、市

（旧：広報きみつ発行費） (19,325) 政運営に対して市民の理解と協力を

（旧：声の広報関係費） (273) 得るために、広報きみつを毎月１日

に発行する。

・ シティプロモーション推進 3,226 2,801 　君津の魅力を各種メディアやマス

事業 コットキャラクターきみぴょん等を

（旧：広報活動事業） (1,425) 活用し、市内外に情報発信すること

（旧：記者会見関係費） (23) で、シティプロモーションを推進す

（旧：君津イメージアップ (1,353) る。

推進事業）

◎ 庁舎整備基金積立金 300,000 0 　庁舎の整備には、多額の費用を要

することから、再整備に向け、財源

を確保するため、基金を設置し、積

み立てる。

・ 総合計画推進事業 681 1,305 　総合計画の進行管理や評価等を行

（旧：総合建設審議会関係 (703) い、施策を効果的かつ効率的に推進

費） する。

（旧：施策評価推進事業） (138)

（旧：総合戦略推進事業） (464)

・ 総合交通体系整備促進事業 9,401 1,303 　地域公共交通網形成計画に基づき

公共交通の利便性向上及び利用促進

を図るとともに、新たな交通計画の

策定に着手する。

・ 不採算路線維持費補助金 64,973 67,152 　生活バス路線への運行補助を行い、

市民の交通手段を確保する。

・ 国際交流推進事業 2,633 2,995 　市民の国際交流活動の推進母体で

ある君津市国際交流協会を支援する

とともに、外国人市民向けの情報発

信やゆかりの国々との交流により国

際交流を推進する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 定住促進事業 1,599 1,922 　移住関連イベントへの参加などを

通じ、情報発信等に努めるとともに、

テレワーク導入費用等の一部を補助

することにより、本市への定住促進

を図る。

※国費　500千円

・ かずさ水道広域連合企業 381,890 431,888 　かずさ水道広域連合企業団への出

団出資金等 資金を通じ、配水管の改良・更新を

推進するとともに、非常用自家発電

設備の設置により、災害への対応力

強化を図る。

・ 自治体間交流推進事業 235 365 　県外自治体との連携交流を推進す

ることにより、特産品等の販路拡大

や交流人口の増加を図る。

・ 公共施設マネジメント推 2,200 2,103 　公共施設情報を一元管理し、長期

進事業 的な視点で管理方法を検討するとと

（旧：ファシリティ もに、マッチングイベント等も活用

マネジメント推進事業） し、空き公共施設の利活用を推進す

る。

・ 地方創生広域連携事業 8,272 939 　君津版地域おこし協力隊を設置し、

地域の方々と連携しながら、地域資

源を活用したＰＲ活動やイベントの

開催などを通じ、新たな人の流れを

創出することで、地域の活性化等を

図る。

※国費　3,910千円

・ 高速バス通学支援事業 8,847 6,000 　若い世代の転出を抑制し、定住を

促進するため、高速バスで大学等へ

通学する学生に定期代の一部を補助

する。

◎ スクールバス利活用実証 5,200 0 　交通空白地域の解消に努めるため、

運行事業 スクールバスを活用した実証実験を

行う。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『財政部』

・ 特別滞納整理事業 20,208 18,615 　滞納管理システムの活用により、

納付の履行監視や文書催告の発送等

を効率的に実施するとともに、滞納

処分の早期着手により滞納の累積を

防止し、滞納額の縮減を図る。

・ 市税収納事務費 29,570 22,525 　口座振替受付サービスの推進、コ

ンビニエンスストア収納業務の委託

や再発行納付書、督促状等の収税関

係書類の作成、発送等、市税の徴収

及び収納管理に要する経費。

･ 標準宅地等鑑定評価業務委託 47,377 1,694 　次期評価替えに係る標準宅地等の

事業 不動産鑑定評価業務及び次年度課税

に係る時点修正率を求める不動産鑑

定評価業務を委託する。

･ 土地評価業務関係費 15,387 12,097 　次期評価替えに向けた第２年度の

業務として、路線現地調査、地価形

成要因調査等の土地評価業務を行う

ほか、土地評価に活用する地理情報

システムの更新等を行う。

･ 地方税電子化促進事業 4,145 3,057 　地方税共同機構のエルタックスを

利用し、公的年金受給者の市県民税

の特別徴収や所得税申告書等を電子

的に受け取ることにより事務の効率

化を図る。

　また、給与支払報告書や法人市民

税の申告書等についてエルタックス

による受付を行い、利用者の利便性

向上に努める。

・ 長期借入金償還金 1,662,969 1,539,427 　平成４年度から令和２年度借入れ

分の償還元金

・ 長期及び一時借入金利子 78,771 73,421 　平成４年度から令和３年度借入れ

（旧：長期及び一時借入金） 　　 分の償還利子及び一時借入金利子

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『市民環境部』

・ 清和地区拠点施設整備事業 265,894 88,808 　旧秋元小学校を活用し、老朽化し

（旧:旧秋元小学校複合化整   た行政センターや公民館、保育園等

  備事業） の行政機能を複合化し、公共施設の

再配置先行モデルとして、清和地区

拠点施設を整備する。

・ コミュニティバス等運行事業   　交通空白区域の解消のため、沿線

地区における市民の交通手段として、

コミュニティバス及びデマンド型乗

合タクシーを運行する。

・小糸川循環線バス運行事業 58,351 58,318 　君津駅南口、君津バスターミナル、

君津グラウンド・ゴルフ場等を循環

・中島・豊英線バス運行事業 49,021 48,859 　鈴木病院前から中島、粟倉等を経

由し、県民の森間を往復

・人見・大和田・神門線バス 23,116 23,149 　市役所、君津駅北口、神門、大和

　運行事業 田郵便局等を循環

・デマンド交通事業 39,223 39,262 　小櫃、上総地区を運行

･ 自治会振興交付金 5,843 5,775 　地域の自治会活動を支援すること

で、住民自治の振興を図る。

･ 自治会集会施設整備事業 1,290 11,020 　自治会が行う集会施設の修繕等の

施設整備に対して助成する。

・ 市民協働のまちづくり推進 6,784 9,075 　市民主体の個性あふれる活力に満

事業 ちた地域社会をつくるため、市民、

市民活動団体及び事業者等と連携、

協力するとともに、自主的に行う事

業を支援することなどにより、協働

によるまちづくりを推進する。

・ 交通安全対策推進事業 3,649 3,731 　幼稚園、保育園、小中学校、シニ

（旧：交通安全対策事業） (604) アクラブ等を対象に、交通安全教室

（旧：交通安全指導事業） (3,127) を開催する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 防犯推進事業 16,176 15,884 　専任防犯巡視員による巡回パトロ

（旧：防犯推進事業） (5,894) ールの実施や自主防犯パトロール隊

（旧：防犯ボックス運営 (9,990) への支援を行うほか、防犯カメラの

  事業） 設置・運用や防犯ボックスの運営に

より防犯対策を推進する。

※県費　6,850千円

・ マイナンバーカード交付 28,330 54,770 　マイナンバーカードの交付等に関

事務関係費 連する事務経費。

（旧：住民基本台帳事務関 ※国費　27,616千円

　係事業の一部）

･ 証明書コンビニ交付事業 8,176 8,566 　マイナンバーカードを利用し、コ

ンビニエンスストア等で住民票の写

し等の証明書の自動交付サービスを

行う。

・ 市民相談事業 3,076 3,104 　法律相談、市民相談及び結婚相談

（旧：法律相談関係費） (1,188) 等の各種相談を実施し、様々な相談

（旧：結婚相談関係費） (1,397) に対し適切な助言を行い、市民の福

（旧：月例市民相談関係費） (504) 祉の増進を図る。

（旧：その他諸経費） (15)

･ 人権施策推進事業 445 445 　人権相談窓口の開設により、市民

が人権問題で孤立しない体制づくり

に努めるとともに、人権問題に対す

る正しい理解を深めるための講演会

等を開催する。

・ 男女共同参画施策推進事業 2,140 1,894 　男女共同参画計画に基づき各種事

業を展開することで、それぞれの多

様性を認め合い、誰もが自分らしく

輝ける社会の実現を目指す。

※県費　698千円

・ 大気汚染監視事業 7,464 8,289 　大気環境監視テレメータシステム

（旧：常時監視システム関係）　  (1,637) の借上げ、ばい煙測定、浮遊粉じん

（旧：ばい煙測定委託） (267) 及び降下ばいじんの測定を実施する。

（旧：浮遊粉じん中金属成分   (1,089)

　分析委託）

（旧：機器維持管理委託事業）　 (3,400)

（旧：大気監視諸経費） (1,896)

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 水質汚濁調査事業 2,948 3,701 　河川、湖沼、海域、ゴルフ場及び

（旧：水質分析委託） (2,893) 廃棄物最終処分場等の水質分析を実

（旧：放射能調査対策事業の     (808) 施する。

　一部）

・ 残土・不法投棄対策事業 5,180 5,167 　パトロールや監視カメラの設置等

（旧：残土処理監視指導事業）  　 (333) により、不適正な埋立て及び不法投

（旧：廃棄物不法投棄対策事     (4,834) 棄の抑止を図る。

　業） ※県費　300千円

・ 家庭用省エネ・再エネ設備等 11,263 10,800 　家庭用省エネ・再エネ設備等の導

導入促進事業 入費用の一部を助成することにより、

（旧：住宅用省エネルギー   家庭における地球温暖化対策の推進

　設備等導入補助事業） を図る。

※県費　10,490千円

◎ 名水サミット開催事業 4,947 0 　本市の名水である久留里地区の地

下水や上総掘り等の伝統技術を広く

紹介し、水環境保全意識の高揚を図

る。なお、財源として（一財）自治

総合センターの環境保全促進助成金

200万円を活用する。

◎ 脱炭素社会推進事業 10,802 0 　環境グリーン都市宣言を踏まえ、

新たな実行計画を策定するとともに、

市民を対象としたシンポジウムを開

催し脱炭素に係る意識の高揚を図る

ことで、2050年カーボンニュートラ

ルの達成を目指す。

※国費　7,499千円

・ 合併処理浄化槽設置促進事業 21,118 16,678 　合併処理浄化槽の設置費用の一部

補助金 を助成する。（予定基数：40基）

※国費　7,039千円

※県費　7,039千円

・ きみさらず聖苑整備運営事業 747,335 27,500 　君津地域４市による広域火葬場整

負担金 備運営に係る構成市負担金。

（旧：広域火葬場整備事業） 　令和4年12月供用予定

・ 空家等対策推進事業 97 1,947 　君津市空家等の適切な管理に関す

る条例等に基づき、空家等の対策を

効果的に推進する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 資源ごみ分別収集・再資源化 186,088 188,650 　資源ごみの収集運搬委託、ペット

事業 ボトル等の圧縮梱包業務委託等を行

（旧:資源ごみ分別収集事業）  (165,127) い、ごみの再資源化を推進する。

（旧：ペットボトル・容器包 (23,523)

　装プラスチック分別収集）

・ ごみ減量化施策推進事業 41,852 42,117 　家庭系ごみ指定袋制や粗大ごみの

（旧:家庭系ごみ指定袋製推    有料化等を推進し、ごみの減量化を

　進事業） 図る。

・ 広域廃棄物処理施設整備事業 2,687 2,139 　君津地域４市及び安房地域２市１

町による次期広域廃棄物処理施設整

備に係る構成市町負担金

・ 一般廃棄物収集事業 176,620 176,620 　家庭系一般廃棄物の可燃ごみ、不

(旧：一般廃棄物収集業務委  然ごみの収集運搬業務を委託する。

 託)

・ 広域廃棄物処理事業 842,202 753,597 　かずさクリーンシステムでの廃棄

物中間処理と処理後に発生する溶融

飛灰の最終処分を行う。

・ 衛生センター整備事業 989,330 2,144,713 　老朽化した衛生センターの施設を

更新し、令和４年４月から運営を開

始する。令和４年度は旧施設の解体

や外構等の工事を行う。

・ 消費生活センター事業 4,633 4,840 　消費生活に関する契約上のトラブ

（旧：消費生活相談事業）  (3,665) ル、悪質な勧誘などの相談について、

（旧：消費生活展開催事業）  (53) 問題解決のための助言や情報提供を

（旧：消費者啓発事業）  (1,122) 行うほか、消費者教育を通じ、被害

を回避できる自立した消費者を育成

する。

※県費　1,055千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『保健福祉部』

・ 社会福祉協議会運営助成金 81,894 79,511 　市民の社会福祉に対する理解と関

心を深め、地域福祉の増進に寄与し

ている社会福祉協議会の運営費を助

成する。

・ 地域コミュニティづくり推進 7,829 7,829 　地区社会福祉協議会やボランティ

支援事業 ア活動など地域コミュニティ推進に

係る自主事業を補助する。

・ 避難行動要支援者支援事業 714 714 　要支援者一人ひとりの個別避難計

画の策定を進めるとともに、関係機

関へ情報提供を行う。

・ 地域福祉計画推進事業 2,763 68 　地域の住民・企業・団体などが共

に支え合い、助け合い、地域ぐるみ

の福祉活動の推進を図るための計画

を策定する。

・ 生活困窮者等自立相談支援事 36,030 34,163   生活困窮者の生活、就労、家計相

業 談や住居確保給付金の支給、貧困の

連鎖防止のための学習支援事業を行

う。

　また、被保護者に対する就労支援

事業等を行う。

※国費　27,629千円

・ 障害者自立支援給付事業 1,870,154 1,718,346 　障害者総合支援法に基づく居宅介

護や生活介護等の障害福祉サービス

費の支給、自立支援医療費の支給、

補装具費の支給等を行う。

※国費　915,601千円

※県費　474,112千円

・ 地域生活支援事業 111,593 102,064 　障害者総合支援法に基づく相談支

援や基幹相談支援センターの設置、

ヘルパーによる移動支援、施設での

日中一時支援、創作や生産活動の場

を提供する地域活動支援及び日常生

活用具給付等を行う。

※国費　32,263千円

※県費　16,172千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 障害児通所等支援事業 328,139 297,849 　児童福祉法に基づく児童発達支援

や放課後等デイサービスなどの支援

により、障害児の日常生活における

基本的な動作の指導や集団生活への

適応訓練を行い、社会との交流促進

を図る。

※国費　163,808千円

※県費　 81,904千円

・ 重度心身障害者医療費助成事 174,687 166,423 　重度心身障害者の医療費を助成す

業 る。

※県費　87,219千円

・ 精神障害者医療費給付及び相 41,849 42,036 　精神障害者の医療費を助成する。

談事業 　また、保健師等が精神障害者やそ

の家族等の相談に応じる。

・ 心身障害者(児)福祉手当支給 66,388 66,380 　在宅の重度心身障害者(児)又はそ

事業 の介護者に福祉手当を支給する。

※県費　 4,908千円

・ 障害者基本計画及び障害福祉 2,042 0 　第４次君津市障害者基本計画策定

計画策定事業 のため、アンケート調査・分析及び

基礎資料の作成を行う。

・ 養護老人ホーム入所措置事業 23,109 24,069   家庭環境や住居の状況等により、

（旧：老人ホーム入所措置 在宅で日常生活を営むことに支障が

事業） ある低所得の高齢者を養護老人ホー

ム等へ入所措置し養護する。

・ 敬老祝金支給事業 14,970 17,163 　満88歳、満99歳の節目の年に祝金

を贈呈し、敬老の意を表す。

・ ひとり暮らし老人等緊急通報 6,709 5,922 　65歳以上の在宅のひとり暮らし又

システム設置事業 は75歳以上の高齢者のみで構成され

る世帯の方を対象に、緊急通報シス

テムを設置し、急な疾病等緊急時の

救急要請に対応する。

・ ひとり暮らし老人等福祉 1,686 1,251 　75歳以上の在宅のひとり暮らしで

タクシー事業 要介護または要支援認定を受けた非

課税の高齢者に対し、月あたり３枚

を限度に利用券を交付する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 介護予防・地域支え合い事業 16,681 17,963 　高齢者福祉対策の向上を図るため、

介護予防等の知識の普及や健康増進

運動教室等を開催する。

・ 成年後見制度利用支援事業 1,022 1,022 　認知症等により、判断能力が不十

分な高齢者について、成年後見制度

の利用が有効であるが、様々な事情

により申立てに至らない高齢者につ

いて、市が申し立てを支援する。

・ 市シルバー人材センター 7,780 7,780 　君津市シルバー人材センターに補

補助金 助金を交付することで、その活動を

支援し、高齢者の就業機会の増大な

どを図る。

・ 地域密着型サービス施設 237,964 0 　高齢者等が住み慣れた地域におい

整備等事業補助金 て継続して生活を営むことができる

よう、介護保険事業計画に基づき地

域密着型サービス施設等を整備する

事業者に対し、施設等整備及び開設

準備に要する経費を補助するため交

付する。

※県費 237,964千円

・ 介護人材確保対策事業 6,934 9,271 　介護に従事する人材を確保し、本

市における介護保険サービスの安定

的な提供に資するための事業を実施

する。

※県費 5,200千円

・ 子だから祝金給付事業 1,747 3,011 　市民の第3子以上の出産を奨励祝福
して子だから祝金を給付する。

◎ きみつ赤ちゃん応援パック 10,273 0 　０歳児とその保護者の見守り・家

事業 庭支援のため、紙おむつ等の定期配

送による声掛け訪問を行う。

・ 家庭・児童相談事業 2,615 3,278 　児童の健全育成のため、家庭環境

や親子関係、養育等に関する相談等

を行う家庭相談員を配置するととも

に子育て短期支援事業を実施し、児

童福祉の向上を図る。

※国費　1,247千円

※県費　   52千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 児童虐待防止対策事業 15,639 7,818 　児童虐待防止のため、要保護児童

等の見守りを関係機関のネットワー
クにより対応するとともに、適切な

支援や助言を行う、子育て支援推進

員等の相談員を配置する。

※国費　5,980千円

※県費　  378千円

・ 放課後児童健全育成事業 94,560 72,805 　放課後(土曜・長期休暇等含む)の

子どもの居場所を確保するため、余

裕教室や専用プレハブの貸付、運営

費の補助等により、クラブ運営を支
援する。

※国費　33,302千円

※県費　30,134千円

・ 児童手当給付事業 1,023,975 1,062,375 　中学校修了前の子どもを養育して

いる者に児童手当を支給することに

より、家庭における生活の安定と児
童の健やかな成長に寄与する。

※国費　707,825千円

※県費　154,256千円

・ ファミリーサポートセンター 3,505 3,793 　子育ての援助を受けたい方と援助

事業 したい方を会員とし、相互援助活動

を支援することで、地域の子育て力

及びコミュニティの向上を図る。

※国費　1,148千円

※県費　1,100千円

・ 地域子育て支援センター事業 13,678 12,744 　子育て家庭の交流促進や育児相談

等を実施し、子育ての孤立感、負担

感の解消を図る。

※国費　4,106千円
※県費　4,106千円

・ 民間保育園運営費等補助事業 107,774 88,065 　保育士の処遇改善や、延長保育、

（旧：民間保育園運営費補助 一時預かり事業の運営費の一部助成

金） を実施することにより、保育の質の

向上を図る。

※国費　25,133千円

※県費　39,730千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 病児・病後児保育事業 9,848 10,128 　病中又は病気の回復期にある児童

を専用施設で一時的に保育すること

により、安心して子育てができる環
境を整備する。

※国費　3,142千円

※県費　3,142千円

・ 子どものための教育・保育 803,125 586,718 　支給認定を受けた小学校就学前の

給付事業 子どもが保育園、認定こども園、小

規模保育等を利用するにあたり事業

者に対し運営費を給付する。

※国費　372,626千円

※県費　165,336千円

・ 市立保育園等ＩＣＴシステム 6,400 8,922 　市立保育園等においてＩＣＴシス

管理運営事業 テムを活用し、保育園等を利用する

（旧：市立保育園等ＩＣＴシ 保護者の利便性の向上や職員の事務

ステム導入事業） 効率化を図る。

・ 幼児教育・保育施設整備事業

（旧：保育園環境整備事業）

・（仮称）貞元保育園整備事 56,215 14,530 　本市の子育て支援の拠点となる様

　業 々な機能を備えた基幹保育園として

（仮称）貞元保育園を整備する。

・公立保育園民営化整備事業 616,155 77 　内箕輪保育園、南子安保育園の民

営化に伴う新たな認可保育園の整備

にあたり、整備費の一部を補助する。

※国費　344,103千円

・ 児童扶養手当給付事業 277,593 300,731 　ひとり親家庭等の生活の安定と自

立を助け、児童の心身の健やかな成

長、福祉の増進を図る。

※国費　92,531千円

・ ひとり親家庭等学習支援事業 10,983 10,983 　子どもたちが家庭環境に関わらず、

（旧：ひとり親家庭等生活 将来の希望を描くことができるよう

向上事業） に、ひとり親家庭等の子どもに対し、

基本的な生活習慣の習得支援、学習

支援等を行う。

※国費　5,479千円

※県費　2,739千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 生活保護費 1,501,249 1,364,916 　生活、住宅、教育、出産、生業、

医療、介護、葬祭の各扶助を行い最

低限度の生活を保障し自立の助長を

図る。

※国費　1,125,935千円

※県費　 　24,074千円

・ 子ども医療費助成事業 223,923 219,018 　中学校修了前の子どもの医療費

（保険診療分）を助成することによ

り、保護者の経済的負担の軽減及び

子育て環境の充実を図る。
※県費　67,264千円

・ 休日在宅当番医委託事業 1,942 1,948 　君津木更津医師会と連携し、日曜

祝日に輪番制で診療を実施する。

・ 産後ケア事業 2,018 1,994 　産科医療機関等に委託し、産婦の

心身のケアや授乳指導、育児相談等

の産後ケアを通所型・短期入所型・

居宅訪問型にて行う。

※国費　1,009千円

・ 健康マイレージ事業 1,510 1,508 　健康づくりへの関心を高めること

を目的に、各健（検）診・健康に関

する事業等への参加や、個人の取組

みに対しポイントを付与し、報奨品

を進呈する。

・ 子育て世代包括支援センター 8,032 8,483 　妊娠中から子育て期にわたり、保

運営事業 健師・助産師等の専門職が各種相談

（旧：母子保健推進事業の (1,663) や教室等の母子保健事業を通じて、

一部を統合） 関係機関と連携しながら必要な支援

につなげる。

※国費　2,394千円

※県費    866千円

・ 感染症予防事業 191,828 194,797 　食中毒の予防啓発、予防接種法に

基づく予防接種の対象となる感染症

の発生及びまん延を予防する。

※県費     30千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 健康診査事業 11,825 12,527 　健康増進法に基づく健康診査・肝

炎ウイルス検診・歯周疾患検診及び

若年期の健康診査を実施し、疾病の

予防及び早期発見・早期治療に資す

る。

※県費　5,919千円

・ 各種がん検診事業 83,742 85,344 　肺がん検診、胃がん検診、大腸が

ん検診（40歳以上）、子宮頸がん検

診（20歳以上女性）及び乳がん検診

（30歳以上女性）を実施する。
※国費　417千円

・ 感染症対策物品等購入事業 9,346 10,981 　新型コロナウイルス感染症拡大防

止のため、抗原検査キット・手指消

毒用アルコール・マスクなどを購入

する。

・ 学校等ＰＣＲ検査データ解 1,896 1,922 　学校等における新型コロナウイル

析事業 ス感染症発生の際に、保健所による

行政検査の対象外の方のＰＣＲ解析

を行う。

・ 新型コロナウイルスワクチ 160,514 58,432 　新型コロナウイルスワクチンの市

ン接種体制確保事業 民への円滑な接種を実施するため、

実施体制の整備を行う。

※国費　160,510千円

・ 新型コロナウイルスワクチ 271,115 321,949 　新型コロナウイルスワクチンの市

ン接種対策事業 民への接種を実施する。

※国費　268,196千円

・ 妊婦乳児健康診査事業 55,544 53,496 　妊婦及び乳児の健康診査、新生児

聴覚スクリーニング検査を医療機関

委託にて実施する。

・ 幼児健康診査事業 2,153 2,805 　1歳6か月児、3歳児の身体面、精神

（旧：母子保健推進事業より 　　 発達面及び歯科の健康診査を実施し、

分割） 幼児の健全な育成を図る。

・ 食生活改善推進事業 235 269 　食生活改善推進員による各種食生

活改善に関する啓発事業を実施する。

　また、食生活改善推進員の養成教

室を実施する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 特定不妊治療費等助成事業 4,992 5,015 　特定不妊治療（体外受精・顕微授

精）及び男性不妊検査に係る費用の

一部を助成する。

・ 子どもの発達相談支援事業 267 280 　乳幼児の発達に関する不安に対し、

専門の相談員による相談の場を拡充

し適切な支援につなげる。

※国費　178千円

※県費   45千円

・ 幼児教育無償化事業 241,590 282,364 　私立幼稚園や保育施設の保育料等

を無償とし、保護者の負担軽減を図

る。

※国費　120,070千円

※県費　 61,030千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『経済部』

・ 君津勤労者総合福祉センター 31,325 31,663 　勤労者等のスポーツ・研修・文化

等管理運営事業 交流等の福祉向上を図る君津勤労者

総合福祉センター等の運営と維持管

理を行う。

・ 君津版ハローワーク管理運営 4,939 5,959 　求職活動の利便性を向上させるほ

事業 か、就労意欲はあるが、就業に結び

つかない市民を支援し、潜在的な労

働力の活用を図るため、君津版ハロ

ーワークの管理運営を行う。

◎ 地元採用促進事業 4,200 0 　日本学生支援機構が実施する企業

の奨学金返還支援（代理返還）制度

を活用し、事業者が採用した市民の

奨学金の代理返還分の一部を補助す

ることで、市内中小企業の人材獲得

支援と学生等の定住促進を図る。

◎ 地元で働く魅力発信事業 557 0 　君津市の特徴的な産業や地域に密

着した中小企業等の仕事内容や職場

の雰囲気、待遇等の情報を地元で働

くメリットと併せて広く発信するこ

とで若者の地元定着と中小企業等の

雇用対策を図る。

・ 道の駅管理事業 6,243 5,515 　南房総を訪れる人々に対して、観

光施設等の地域情報やトイレ等快適

な憩いの場を提供するため、道の駅

「ふれあいパーク・きみつ」の管理

運営を行う。

◎ 農業担い手総合支援事業 2,420 0 　地域農業の担い手を幅広く確保・

育成し市内農業の活性化と安定した

農業経営の確立を図る。

・ 地域特産品開発・ＰＲ事業  378 255 　特産物として発展性のある品目の

（旧：特産品奨励事業） 生産・販売や活用を促進し、市内外

に宣伝・普及することで地域産業の

振興と活性化を図る。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 中山間地域活性化対策事業 3,860 2,388 　農業の生産条件が不利な中山間地

域において、農地の管理方法等を定

めた協定を締結し、農業生産活動を

継続する集落を支援する。

※国費　1,927千円

※県費　　963千円

・ 有害獣捕獲等促進事業 83,049 75,779 　君津市野生猿鹿猪等被害対策協議

（旧：野生猿鹿猪等被害防 (41,165) 会及び君津猟友会に、捕獲等の被害

止対策事業） 対策業務を委託し、被害の軽減を図

（旧：有害獣被害防止対策 (34,614) る。

事業補助金の一部） ※県費　59,892千円

・ 経営所得安定対策等推進事業 6,649 4,995 　国から交付される経営所得安定対

策等に係る事務費を君津市農業再生

協議会へ交付する。

※県費　6,053千円

・ 有害獣侵入防止柵設置事業等 43,051 49,256 　有害獣による農作物被害を防止す

補助金 るため、地域で連携した防護柵の設

（旧：有害獣被害防止対策 置や捕獲檻の購入に係る費用を助成

事業補助金の一部） する。

※県費　41,938千円

・ 「輝け！ちばの園芸」次世代 19,615 2,657 　園芸産地の生産力強化に向けた計

産地整備支援事業 画を策定した産地に対し施設や機械

等の導入を支援する。

※県費　14,012千円

・ 飼料用米等拡大支援事業 7,287 1,067 　水田の有効利用の促進と将来にわ

たり持続できる水田農業の確立を推

進するため飼料用米などの新規需要

米等の生産者に対し補助を行う。

※県費　7,270千円

◎ 収入保険加入促進事業 431 0 　自然災害や新型コロナなどの影響

によるリスク低減を図る農業者に掛

金の一部を補助し経営安定化を図る。

・ 獣肉処理加工施設運営費 8,762 7,868 　有害獣として捕獲した猪や鹿を精

（旧：ジビエ活用推進事業） 肉に加工する施設の維持管理を行う。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 農業次世代人材投資事業 1,500 18,000 　就農直後の所得確保が課題となる

青年就農者の農業経営を支援するた

め、資金を交付する。

※年間最大150万円（最長5年間）前

　年の所得に応じて変動する。

※県費　1,500千円

・ 農業振興地域整備計画改定 5,073 13,278 　農業振興地域整備計画に関する基

業務 礎調査結果を基に、計画の全体見直

しを行う。

・ 農地集積推進事業 12,282 17,814 　農地の出し手と受け手をつなぐ農

（旧：農地中間管理事業） 地中間管理事業を活用し農地集積を

推進するとともに、「人・農地プラ

ン」の策定を支援する。また、担い

手への農地集積を進めるため、農地

中間管理機構を通して農地を貸出す

農地所有者に経営転換協力金の上乗

せ補助を行う。

※県費　5,445千円

・ 農業振興計画策定事業 5,140 493 　本市の農業の現状と課題、今後の

農業振興の方向性などを関係機関等

と共有し、長期的視点で農業の持続

的な発展を図る。

・ 多面的機能支払交付金事業 77,217 70,526 　高齢化等による集落機能低下を補

うため、農業者等が共同で行う農村

集落の環境保全の向上活動及び土地

改良施設の長寿命化のための補修・

更新を行う組織を支援する。

※国費　38,169千円

※県費　18,834千円

・ 農業水路等長寿命化・防災減 9,174 9,431 　県営土地改良事業により造成され

災事業 た基幹的な農業水利施設の改修工事

等に対し支援する。

・ 土地改良施設維持管理適正化 3,490 1,442 　老朽化した土地改良施設を計画的

事業 に改修するため、土地改良区が行う

改修工事等を補助し、施設の長寿命

化と生産性の向上を図る。

・ 農道整備事業（保全対策型） 17,010 25,246 　広域営農団地農道を県営事業で道

路改良することで、通行の安全確保

を図る。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 森林環境整備事業 29,327 22,223 　森林環境譲与税を活用し、交通の

遮断や電線の断線の原因となる倒木

を未然に防ぐため、道路沿いの森林

整備を進める。

・ 副次核活性化事業 800 1,000 　本市の副次核地域の活性化を図り、

（旧：副次核整備事業） 魅力あるまちづくりを推進するため、

君津市副次核推進対策協議会に対し

支援を行う。

・ 企業立地促進事業 46,980 64,985 　企業誘致や設備投資を促進し、就

業機会の拡大、定住人口の増加及び

地域経済の活性化を図り、活力ある

まちづくりを推進する。

・ 中心市街地商店街活性化推進 870 1,000 　中心市街地商店街の活性化を図る

事業 ため、君津商工会議所や商店会等が

実施するイベントに対して補助を行

う。

・ 中小企業利子補給金 24,876 25,057 　中小企業者及び創業者の資金借り

入れに対し、利子補給等を行い、負

担の軽減を図る。

・ 中小企業融資制度預託金 200,000 200,000 　中小企業者及び創業者に対する資

金の貸付けを円滑にするための資金

源として一定金額を金融機関に預託

する。

・ 商工会議所育成補助金 14,000 14,000 　君津商工会議所が実施する商工業

の振興と地域社会の活性化を図るた

めの事業に対して補助を行う。

・ 商工観光アクションプラン推 55 158 　商工観光アクションプランをPDCA

進事業 サイクルによって効果的に推進して

いけるよう連携機関との意見交換等

を実施する。

・ きみつの名産応援事業 1,133 967 　本市の特産品の普及促進等を行う

ことにより、地域経済の活性化を図

る。

・ ふるさときみつ応援寄附金 256,171 300,860   ふるさと納税制度を活用し、寄附

事業 者に本市特産品を送ることにより、

特産品の普及拡大を図る。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ きみつ魅力あふれるお店づく 3,100 2,100 　市内の空き店舗や空き家を活用し、

り事業 新たにお店を始める方や、コミュニ

ティ施設の設置・運営を行う方に対

して、改装費等の出店に係る経費の

一部を補助する。

・ 産業支援センター運営事業 8,009 8,009 　中小企業者や創業希望者が抱える

様々な課題の早期解決を支援し、市

内で活動する中小企業の経営の安定

化を図るため、君津市産業支援セン

ターを運営する。

・ 中小企業テレワーク導入支援 2,400 4,000 　テレワークに係る経費を補助する

補助金 ことで、新型コロナウイルス感染症

の拡大を防止するとともに、多様な

働き方を推進する。

・ 外国人技能実習生受入事業補 1,000 1,000 　開発途上地域等への知識・技術の

助金 移転を図るとともに外国人技能実習

生受入を希望する市内企業のニーズ

に応えるための環境を整備する。

◎ キャッシュレス決済推進事業 1,500 0 　市内中小事業者のキャッシュレス

決済導入を促進することで、労働生

産性の向上を図る。

・ 観光推進事業 16,785 10,661 　本市の知名度アップと地域の観光

振興につなげるため、観光資源を広

くＰＲする各種イベント等を開催す

る。

・ 観光施設維持管理事業 13,642 13,735 　観光施設の維持管理を行い、利用

者の利便性の向上を図る。

・ 郡ダム湖面活用推進事業 3,178 2,891 　郡ダムの湖面を水上スキー競技に

活用することで、交流・関係人口の

拡大を図り、地域活性化の契機とす

るため、実証実験を実施する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『建設部』

・ 市道維持補修事業 163,948 201,871 　道路、排水施設、舗装等の維持補

修を実施する。

・ 道路照明整備事業 32,664 45,124 　道路照明灯の維持補修及び水銀灯

からＬＥＤ灯に改修する。

・ トンネル長寿命化事業 13,600 42,616 　奥米2号隧道詳細設計

　清水トンネル電気通信設備移設

※国費　7,425千円

・ 交通安全施設整備事業 49,360 33,909 　「君津市通学路交通安全プログラ

ム」に基づく危険箇所の改善及び交

通安全施設の維持管理を図る。

※国費　14,740千円

・ 道路新設改良工事

・中島、和田下線道路改良 11,400 11,100 　用地取得、物件補償

　（中島地先） ※国費　4,290千円

・八重原線道路新設改良 90,400 484,385 境界杭設置、護岸工事、

　（三直～宮下地先） 付帯工事等　

※国費　30,000千円

・六手・中島線歩道整備 35,500 38,600 　歩道整備工事、電柱移転

　（上地先） ※国費 18,975千円

・貞元、喜平線道路改良 14,050 0 　路線・用地測量、道路詳細設計等

  （貞元地先） ※国費　6,500千円

・ 神門地区道路拡幅事業 2,600 27,800   市道1号幹線15号支線(L=230m)

　境界杭設置

※国費　1,375千円

・ 鎌滝地区排水整備事業 28,021 40,000 　降雨時の冠水や土砂堆積を防止す

るため、排水路の改修を実施する。

・ 橋梁長寿命化事業 223,869 464,081 　橋梁長寿命化計画に基づき、点検

や補修を行い、予防保全を図る。

補修詳細設計（3橋）　橋梁撤去に

伴う迂回路整備工事（1件）

補修工事（1橋）　架替工事（1橋）

※国費　118,167千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 尾車川河川改修事業 9,300 9,300 　県道荻作君津線の道路改良工事に

（尾車地先） 伴う河川改修事業で千葉県との協定

書に基づき千葉県69％、君津市31％

の負担割合で県が施工する。

・ 都市計画調査・検討事業

・調査推進事業 6,182 34,470 　立地適正化計画を策定する。

※国費　3,000千円

・君津市都市計画マスター 6,640 10,002 　新たな総合計画の策定に伴い、都

　プラン改定業務 市計画マスタープランの見直しを行

う。

◎君津インターチェンジ周 8,000 0 　君津インターチェンジ周辺におけ

　辺土地利用検討事業 る、新たな土地利用の検討を行う。

・ 汚水適正処理構想策定事業 3,267 0 　千葉県全県域汚水適正処理構想の

改定に向けて、君津市汚水適正処理

構想の見直しを行う。

・ 木造住宅耐震化促進事業 11,643 17,216 　木造住宅の耐震化を促進するた

め、耐震補助及び普及啓発事業を実

施する。

※国費　5,478千円

※県費　1,688千円

◎ 危険ブロック塀等除却事業 2,038 0 　地震発生時における倒壊による被

害を防止するため、危険ブロック塀

等の除却補助を実施する。

※国費　1,000千円

※県費　　400千円

・ 都市計画街路整備事業 15,999 32,800 舗装維持修繕計画に基づき、六手

・貞元線の舗装修繕を行う。

・ 公園施設長寿命化事業 22,000 285,472   公園施設長寿命化計画を策定する。

※国費　10,000千円

・ 公園照明灯改修整備事業 29,500 40,000 　公園照明灯をＬＥＤ灯に改修する。

・ 中古住宅取得補助事業 26,410 10,414 　空き家の利活用を推進するため、

中古住宅の取得者に補助を実施する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 災害復興住宅資金利子補給 211 585 　令和元年房総半島台風等により、

事業 住宅に被害を受けた被災者に対し、

被災住宅に代わる住宅の建設・購入

や補修を行うために金融機関から資

金を借り入れた場合の利子を補給す

る。

※県費　162千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『教育委員会』

・ 旧教育施設管理事業 8,877 15,449 　学校再編実施プログラムに基づく

統合により、使用しなくなった学校

施設の維持管理を行う。

・ 奨学金貸付事業 9,240 9,360 　経済的理由により修学が困難な大

学生等に月額50,000円以内で貸付を

行う。

・ 学校再編推進事業 545 15,637 　周西の丘小学校の教育環境の整備

（旧：統合準備室運営事業） (572) 及び、学校再編基本計画に基づいた

（旧：事前交流事業） (2,105) 第３次実施プログラム（案）の作成

（旧：統合関係費） (12,960) を行う。

・ 学校図書館司書補助員配置 7,136 7,468 　学校図書館司書補助員を配置し、

事業 学校図書館の機能を充実させ、児童

生徒の読書教育の推進を図る。

・ 小中一貫教育推進事業 71 73 　小学校から中学校までの義務教育

９年間を一貫したカリキュラムで行

う小中一貫教育を推進する。

・ 校舎等維持補修事業 86,418 65,736 　校舎等の維持補修、校内樹木の伐

（小・中学校費） 採などを行い、児童生徒の安全と快

適な学習環境の充実を図る。

・ 学校運営事業(小・中学校費) 129,951 135,443 　学校管理に必要な物品の購入や、

経費の支出をし、効果的な学校運営

を行う。また、賃貸借により中学校

の照明をＬＥＤ化し、環境負荷の低

減を図る。

・ 施設整備事業(小・中学校費)

・小学校空調設備設置事業 5,525 16,648 　学校再編に伴い、統合した周西の

丘小学校の普通教室に熱中症対策と

して、レンタルエアコンを設置する。

・大和田・坂田小学校統合 268,247 65,286 　学校再編に伴い、坂田小学校を周

　施設整備事業 西の丘小学校の使用校舎として施設

整備を行う。

※国費　64,832千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・上総小櫃中学校屋内運動 494,162 0 　老朽化した屋内運動場を改修し、

　場整備事業 生徒の教育環境を改善するとともに

非常用発電設備の設置等により、防

災機能の強化を図る。

※国費　47,019千円

・ 管理備品購入事業 3,750 3,750 　学校の管理運営に必要な備品を計

(小・中学校費) 画的に更新し、教育環境の充実を図

る。

・ スクールバス運行事業 253,004 253,004 　学校再編に伴い、児童生徒の登下

(小・中学校費) 校における安全確保のためにスクー

ルバスを運行する。

※国費　75,984千円

・ 就学援助事業 43,197 50,683 　経済的な理由により就学が困難な

(小・中学校費) 児童生徒に対し、学用品費等を援助

する。

※国費　254千円

・ 学力向上推進事業 8,315 8,936 　児童生徒の学力状況を把握し、課

(小・中学校費) 題や指導方法の工夫・改善を図る。

・ ＩＣＴ活用推進事業 253,025 251,183 　児童生徒のＩＣＴ活用能力を育成

(小・中学校費、教育ｾﾝﾀｰ費)   するために、教育ネットワークシス

（旧：ＩＣＴ活用推進事業）   (153,945) テムの充実と、ＩＣＴ活用教育の推

（旧：ＩＣＴ学習環境整備   (97,238) 進を図る。

事業）

・ 学校支援事業 50,607 56,384 　個に応じたきめ細かな指導を行い、

(小・中学校費) 児童生徒の学力向上を図るほか、支

（旧：指導補助教員配置事業）  (41,696) 援を必要とする児童生徒の学びや活

（旧：子ども支援・介護事業）  (14,688) 動・体験学習の支援及び介護を行う。

・ 子どもの読書活動推進事業 371 435 　第三次君津市子ども読書活動推進

計画に基づき、市内全ての子どもが

読書に親しむ活動を展開する。

・ 生涯学習バス管理運営事業 13,972 13,429 　生涯学習バス２台の運行を行う。

・ 公民館管理運営事業 73,934 74,341 　市内８公民館施設の適正な維持管
理を行う。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 青少年教育事業 532 539 　青少年が地域で交流を深め、主体

性を持って健やかに成長することを

目指し、各種体験事業や講座等を実

施する。

◎ 公民館等再整備事業 4,950 0 　老朽化が著しい３公民館の移設や

更新等に係る基本計画の策定支援業

務を委託する。

・ 中央図書館資料購入事業 19,386 22,391 　学習や情報収集に役立つ資料を幅

広く収集し、市民に提供する。

・ 中央図書館施設管理事業 24,241 30,311 　安全で快適な読書環境を提供する

ため、施設の維持管理を行う。

・ 中央図書館「知の拠点化」 4,097 1,250 　電子書籍サービスなどを活用し、

推進事業 自主的な課題解決を支援するための

（旧：図書館「知の拠点化」 機能充実を図る。

　　　推進事業）

・ 中央図書館設備改修事業 293,973 0 　中央図書館の空調設備の更新及び

照明のＬＥＤ化工事を行い、快適な

読書環境を整備する。

・ 文化財活用事業 485 985 　文化財を活用した子ども体験教室、

展示会、講演会の開催や松本ピアノ

の補修を実施する。

・ 放課後子ども教室事業 164 200 　地域住民を中心として展開される

八重原小学校における放課後子ども

教室の充実を図る。

※県費　110千円

・ 市民文化ホール関係費 149,915 147,722 　市民文化ホールに関係する、指定

（旧：管理委託運営費） (117,000) 管理者委託事務、施設の維持管理等

（旧：自主事業補助金） (4,000) を行うとともに、自主事業への補助

（旧：維持補修費） (3,000) 金を交付する。

（旧：用地借上料） (4,336)

（旧：管理関係費） (19,386)

・ 市民文化ホール改修事業 27,001 76,134 　施設設備の機能維持を図るため、

（旧：君津市民文化ホール改 電気回路の平滑化を担う整流器更新

修事業） 及び空調機コイル修繕を行う。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ きみつ少年少女合唱団育成 1,540 1,940 　本市の子ども文化の代表として活

事業 躍する合唱団の育成と活動を支援す

る。

・ 生涯学習交流センター

・管理運営事業 23,831 21,822 　生涯学習活動の拠点施設として施

設の維持管理、設備の充実を図る。

・ 上総地域交流センター 　上総地域の学習活動の拠点施設と

・管理運営事業 15,241 14,674 して維持管理を行う。

・ 学校保健事業 24,426 25,233 　児童生徒及び教職員の健康増進と

学校環境衛生の確保を図るとともに、

学校での新型コロナウイルス感染症

感染拡大防止に努める。

　コチニン検査を実施し、受動喫煙

防止に努める。

・ 学校開放事業 945 979 　小学校及び中学校の体育施設をス

（旧：学校開放運営委員会関 (86) ポーツの場として市民に開放する。

係費）

（旧：学校開放事業） (893)

・ スポーツ広場等管理経費 26,508 26,201 　スポーツ広場等の維持管理を行い、

快適な環境を保つことによって、利

用者の体位向上や健康増進を図る。

・ 生涯スポーツ推進事業 1,174 4,191 　日常の活動や練習の成果を披露で

（旧：生涯スポーツ推進事業） (436) きるイベントを開催し、健康で生き

（旧：オリンピック・パラリ  (3,755) がいのある市民生活の向上を図る。

ンピック教育推進事業）

・ 小中学校水泳学習推進事業 13,262 9,079 　児童の泳力の向上と教員の指導力

（旧：プール集約化事業） 向上、安全面・衛生面の確保、施設

の維持・管理の視点から、より質の

高い水泳指導を行うため、学校プー

ル施設の集約を行う。

・ 調理場管理運営費 390,049 408,287 　学校給食の調理・配送・配膳や、

（旧：会計年度任用職員 (2,551) 調理場の安全管理・点検・保守メン

関係費） テナンスを行う。また、学校給食費

（旧：その他管理費） (16,294) の徴収管理を行う。

（旧：運営管理費） (69,416)

（旧：調理用消耗品） (946)

（旧：施設管理委託費） (35,196)

（旧：調理等業務委託費） (283,884)

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

・ 適応指導教室管理運営事業 5,152 5,123 　不登校児童生徒の学校復帰を支援

する。

・ いじめ防止・虐待貧困対策 1,641 1,506 　ＳＮＳを活用した教育相談の実施

事業 及びスクールソーシャルワーカー１

名を配置する。

・ 外国語教育推進事業 44,330 45,739 　英語教育推進のため、外国語指導

（旧:外国語指導助手活用事   (44,729) 助手（ＡＬＴ）を派遣し、小・中学

業） 校での英語教育の充実を図る。

（旧:国際化推進コーディネ   (991) 　日本語指導のため小・中学校に２

ーター活用事業） 名のコーディネーターを派遣する。

（旧:外国語教育推進事業）  (19)

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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　◎新規事業 （単位：千円）　

４年度予算額 ３年度予算額 説　　　　　明

『消防本部』

・ 消防職員教育研修費 4,575 4,382 　千葉県消防学校、消防大学校等

（旧：職員教育研修費） が行う各種研修を受講することに

より基礎的、専門的知識の習得や

実践的技術を学び、資質の向上を

図る。

・ 消防団員報酬等関係費 66,488 42,772 　消防団員の報酬の支給に加え、

（旧：消防団運営関係費の   消防団に運営交付金を交付する。

一部)

・ 消防団活動関係費 13,153 12,777 　消防団機庫、車両等の維持管理を

（旧：消防団運営関係費の (11,184) 行うほか、各種訓練や活動に必要な

一部) 装備品を整備するなど、消防団活動

（旧：消防操法大会関係費）   (1,593) の充実を図る。

※県費　5,160千円

・ 消防水利整備事業 31,236 30,409 　消防水利の拡充を図るため、消

火栓１基の新設及び既設消防水利

の維持補修を実施する。

・ 消防自動車購入事業 235,840 18,819 　本署に配備されているはしご自

動車１台を更新し、消防力の向上

を図る。

・ 消防団施設整備事業 39,311 21,926 　災害時の拠点となる消防団機庫

（旧：ホース乾燥塔整備事業）    (1,745) のうち、第１０分団機庫の建替え

（旧：消防団機庫整備事業）   (20,181) 及び既存機庫の解体、第１６分団

のホース乾燥塔の更新を行い、

地域防災力の向上を図る。

※県費　2,287千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事　　　業　　　名
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資料

 ○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（歳入）
　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 1,133,524 千円

（歳出）
　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる 千円

　社会保障施策に要する経費

【社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他

引上げ分の
地方消費税

(社会保障財源化
分の市町村交付

金）

その他

障害者自立支援給付事業
障害福祉サービス費支給事業

1,663,827 1,246,615 0 0 108,313 308,899

重度心身障害者医療費助成事業 174,687 87,219 0 2 22,707 64,759

精神障害者医療費給付及び相談事業 41,849 0 0 0 10,864 30,985

養護老人ホーム入所措置事業 23,109 0 0 3,574 5,072 14,463

児童手当給付事業 1,023,975 862,081 0 1 42,029 119,864

児童扶養手当給付事業 277,593 92,531 0 1 48,044 137,017

市立保育園等管理運営事業
その他管理運営費

159,702 0 0 56,263 26,854 76,585

幼児教育無償化事業 241,590 181,100 0 0 15,704 44,786

生活困窮者等自立相談支援事業 36,030 27,629 0 0 2,181 6,220

生活保護費 1,501,249 1,150,009 0 1 91,185 260,054

小計 5,143,611 3,647,184 0 59,842 372,953 1,063,632

国民健康保険特別会計繰出金 686,771 276,989 0 0 106,384 303,398

後期高齢者医療関係事業 1,171,697 163,381 0 0 261,770 746,546

介護保険特別会計繰出金 1,229,501 64,267 0 0 302,507 862,727

小計 3,087,969 504,637 0 0 670,661 1,912,671

子ども医療費助成事業 223,923 67,264 0 104,001 13,671 38,987

感染症予防事業 191,828 30 0 0 49,793 142,005

各種がん検診事業 83,742 417 0 0 21,632 61,693

妊婦乳児健康診査事業 55,544 0 0 37,000 4,814 13,730

小計 555,037 67,711 0 141,001 89,910 256,415

8,786,617 4,219,532 0 200,843 1,133,524 3,232,718

8,786,617

社会保障施策に係る主な事業 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合計
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○都市計画税の充当状況

（単位：千円）

国県支出金 市債 その他

343,238 0 0 0 343,238 334,075

70,683 0 0 0 70,683 68,795

185,338 10,000 22,100 4,857 148,381 144,421

40,095 0 0 0 40,095 39,025

639,354 10,000 22,100 4,857 602,397 586,316

586,316

○入湯税の充当状況

（単位：千円）

国県支出金 市債 その他

48,396 0 0 22,878 25,518 3,023

3,023

充当額特定財源
一般財源

合計

財源内訳

公共下水道事業

道路関係

事業費

都市計画公園関係

地方債償還額（都市計画区域の道路、
公園等にかかるもの）

区　　　分

充当額特定財源
一般財源

令和４年度　都市計画税収入予算額 

令和４年度　入湯税収入予算額 

観光振興関係

区　　　分 事業費

財源内訳
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資料 一般会計予算規模等の推移

　・一般会計当初予算規模の推移 　　　（単位：百万円，％） 

年　　　度 29 30 1 2 3 4

金　　　額 29,410 32,860 31,290 31,610 34,380 36,060

伸　　　率 4.5 11.7 △ 4.8 1.0 8.8 4.9

　・市税の推移 　　　（単位：百万円，％） 

年　　　度 29 30 1 2 3 4

金　　　額 16,928 17,124 17,252 17,550 16,911 17,835

伸　　　率 1.7 1.2 0.7 1.7 △ 3.6 5.5

　・市債の年度末残高（一般会計） 　　　（単位：百万円，％） 

年　　　度 29 30 1 2 3 4

金　　　額 12,334 13,194 13,814 14,714 17,590 19,699

伸　　　率 △ 3.0 7.0 4.7 6.5 19.5 12.0

    (注) 令和３年度及び４年度は見込額

　・債務負担行為の年度末残高 　　　（単位：百万円，％） 

年　　　度 29 30 1 2 3 4

金　　　額 5,976 6,859 12,045 11,600 8,764 6,166

伸　　　率 88.5 14.8 75.6 △ 3.7 △ 24.4 △ 29.6

    (注) 令和３年度及び４年度は見込額

　・基金の年度末残高 　　　（単位：百万円） 

年　　　度 29 30 1 2 3 4

 財政調整基金 3,137 3,908 2,919 3,939 4,831 3,634

 公共施設整備基金 981 1,191 1,202 1,213 1,223 1,234

 その他の基金 1,077 1,081 1,118 1,117 720 1,021

合　　　計 5,195 6,180 5,239 6,269 6,774 5,889

    (注) 令和３年度及び４年度は見込額

73


